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地域未来共創の時代
－持続可能なコモンズデザインの視座－

日本計画行政学会 常務理事東北支部長
宮城大学 理事・副学長・教授

風見 正三 

1.　震災復興から発する日本の未来像

　日本は、戦後の高度経済成長期を経て、経済大国への道を歩んできたが、一方で、急

速な経済発展が及ぼす負の影響も顕在化してきた。2011年 3月11日に発生した東日本

大震災は、こうした社会経済状況の変化が進行する中で起きた国家的な大災害であり、

この大震災により、東北地方や関東地方の多くの都市では、数多くの貴重な命が失わ

れた。また、2024年 1月1日には、能登半島地震が発生し、改めて、レジリエントな社

会の重要性を再認識することとなった。また、世界的な視野からは、SDGsやカーボン

ニュートラルの達成に向けたグローバルな課題への緊急なる対応を迫られており、そ

の重要な鍵となるのが、「地域未来共創」の実現とそれらを支える「コモンズデザイン」

の視座である。

　

2.　地域未来共創の時代の幕開け

　20世紀は、地域に根付いた文化や風習を喪失してきたが、21世紀は、こうした地域

特性を踏まえた人間的な豊かさや幸福感の再構築を目指し、未来に向けた持続可能な

ライフスタイルを実現していかねばならない。東北には、豊かな自然環境や地域資源が

存在し、地域の自然と共生する地域社会の存在があった。そして、これらの地域社会を

存続させていくためには、地域固有の資源や産業を継承していく「コミュニティ」の存

在が必要不可欠となる。「地域未来共創」という概念は、こうした自然環境を十分に尊

重しつつ、自然と共生する産業を構築し、地域主体で未来を共創していくアプローチで

あり、地域の自律的な発展を実現する重要なプラットフォームとなるものである。
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3.　コモンズデザインの視座と可能性

　21世紀は、持続可能な社会を構築していくための重要な世紀となる。日本において

は、地域経済の衰退や少子高齢化の進展によって、地域の共同意識は希薄化してきてお

り、長年、地域が育んできた、文化的、経済的、社会的、環境的なストックの継承は困

難な状況になってきている。今後、こうした地域のストックを主体的に経営していくた

めには、「コミュニティ」が地域の運営組織となり、産官学民の連携による戦略的に地

域資源管理を実現していく「地域未来共創プラットフォーム」の実践が求められる。

　我々は、来るべき少子高齢化社会において、今こそ、こうした「コミュニティ」の重

要性を再認識する必要があり、それこそが、持続可能な地域創造の原動力であり、地域

の歴史や文化、産業等を継承し、地域の真の豊かさを創造する基本フレームともなる。

「コモンズデザイン」という視座は、こうした地域のポテンシャルを最大限に引き出し

ながら、地域の豊かさを可視化していく「地域未来共創」の実践的なアプローチであり、

日本を持続可能な社会へと導く重要な鍵となっていく。

4.　「地域未来共創ナビゲーター」の育成

　21世紀は、「地域の世紀」「環境の世紀」と言われており、我々は、持続可能な発展を実現

していくためのメインフィールドに突入している。「地域未来共創」を実現するためには、

地域が目指すべき「未来社会のビジョン」を構築し、地域の様々なステークホルダーとの

合意形成を重ね、地域主体による「未来社会デザイン」を実現していくことが求められる。

　「地域未来共創」の視点とは、まさに、こうしたビジョンを実現していくための戦略

的なアプローチであり、そのビジョンを実現するためのエキスパートとして「地域未来

共創ナビゲーター」の育成を提言したい。

　「地域未来共創ナビゲーター」とは、地域の自然や歴史、文化や芸術を発掘し、それ

らを有機的に「結合（リエゾン：liaison）」しながら、地域の未来ビジョンを完成してい

く役割を果たしていくスペシャリストである。そして、その実践手法である「コモンズ

デザイン」は、地域の潜在的な魅力を可視化させ、持続可能な未来の達成という「目標

（Goal）」に「導く（Navigate）」していく重要なアプローチとなっていくであろう。

　今日、東日本大震災から13 年を経過し、東北の真なる復興への道程は続くが、東北

の魅力を最大限に活かした地域未来共創への道を歩み出すべき時期が来ている。東北

支部は、創設から37 年を迎え、これまでの震災復興の過程を踏まえて、東北における

計画行政の研究と実践を目指し、産官学民のさらなる連携を進めていく所存であり、

さらなる志の連鎖をお願いしたい。
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特集論文１

福島県会津坂下町の中心市街地に関する調査報告
大桃 歩（福島大学 共生システム理工学類 ３年生）

森口 壮竜（福島大学 共生システム理工学類 ３年生）
沼田 正之介（福島大学 共生システム理工学類 ３年生）

荒 千紘（福島大学 共生システム理工学類 ３年生）
小池 廉大（福島大学 共生システム理工学類 ３年生）
川﨑 興太（福島大学 共生システム理工学類 教授）

要　旨
　本研究は、中心市街地の空洞化問題と町役場庁舎の建て替え問題を抱えている福島県会津坂下町の中心
市街地の大通りを対象として実施した土地・建物利用状況調査、大通りへの来訪者調査、空き家所有者へ
の意向調査、会津坂下町役場への来庁者調査の結果について報告するものである。本研究を通じ、中心市
街地の空洞化問題に関しては、大通り沿いには合計 966 軒存在する建物のうち 184 軒が空き家であるこ
と、重点区域には合計 91 軒存在する建物のうち 17 軒が空き家であること、大通りの課題点として、多く
の来訪者は空き店舗が多く行きたい店舗がないと考えていること、不動産市場には出回っていないが空
き家の 1 階部分を貸し出しても良いと考えている所有者が少なくないことを明らかにし、今後は地元と行
政などがこうした結果を踏まえて活性化のあり方を検討することが必要であることを指摘した。町役場
庁舎の建て替え問題に関しては、約 5 割の来庁者が移転に賛成であり約 3 割が反対であることを明らかに
し、今後は中心市街地の意義と役割を再検討しながら中長期的な会津坂下町の将来像を描き、その実現に
向けて町役場の立地を判断することが重要であることを指摘した。

1.　研究の背景と目的
　現在、我が国では全国的に中心市街地における
人口減少、空き家・空き店舗の増加、生活関連サー
ビスの縮小が起きており、特に地方では急激な空
洞化が進行している 1）。本研究で対象とする福島県
会津坂下町（以下、会津坂下町）も例外ではなく、
住民基本台帳によると中心市街地（坂下地区（1））の
人口は 1998 年から 2023 年にかけて 9,805 人から
6,751 人に減少しており（図 -1）、また、商工業者台
帳によると事業所数は 2013 年から 2023 年にかけ
て 276 件から 219 件に減少している（図 -2）。

　会津坂下町には、中心市街地の空洞化問題に加え
て、町役場庁舎の建て替え問題が存在する。すなわ
ち、町役場庁舎は1961年に中心市街地に整備された
が、老朽化が著しく、2018 年に現位置での建て替え
に向けた議決がなされた。しかし、2022 年に町民か
ら庁舎建設位置の再考を促す請願が提出されたこ
とを受けて、同年に町長は郊外部に位置する旧坂下
厚生病院の跡地に移転するという案を発表した。こ
れを契機として、移転に反対する現庁舎の近隣住民
や中心市街地で商業を営む店舗経営者と、移転に賛
成する郊外部の住民との間で対立が続いている 2）。

図-1　人口推移

図-2　事業所数推移

図-1　人口推移
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要要 旨旨 

本研究は、中心市街地の空洞化問題と町役場庁舎の建て替え問題を抱えている福島県会津坂下町の中心市

街地の大通りを対象として実施した土地・建物利用状況調査、大通りへの来訪者調査、空き家所有者への意

向調査、会津坂下町役場への来庁者調査の結果について報告するものである。本研究を通じ、中心市街地の

空洞化問題に関しては、大通り沿いには合計 軒存在する建物のうち 軒が空き家であること、重点区

域には合計 軒存在する建物のうち 軒が空き家であること、大通りの課題点として、多くの来訪者は空

き店舗が多く行きたい店舗がないと考えていること、不動産市場には出回っていないが空き家の 階部分を

貸し出しても良いと考えている所有者が少なくないことを明らかにし、今後は地元と行政などがこうした結

果を踏まえて活性化のあり方を検討することが必要であることを指摘した。町役場庁舎の建て替え問題に関

しては、約 割の来庁者が移転に賛成であり約 割が反対であることを明らかにし、今後は中心市街地の意

義と役割を再検討しながら中長期的な会津坂下町の将来像を描き、その実現に向けて町役場の立地を判断す

ることが重要であることを指摘した。

研究の背景と目的

現在、我が国では全国的に中心市街地における人口減
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起きており、特に地方では急激な空洞化が進行している
1)。本研究で対象とする福島県会津坂下町（以下、会津坂

下町）も例外ではなく、住民基本台帳によると中心市街地

（坂下地区(1)）の人口は1998年から2023年にかけて9,805
人から 6,751 人に減少しており（図-1）、また、商工業者

台帳によると事業所数は2013年から2023年にかけて276
件から219件に減少している（図-2）。 
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　本研究は、こうした中心市街地の空洞化問題と町
役場庁舎の建て替え問題を抱えている会津坂下町
の中心市街地のメインストリートにあたる大通り
の沿道を対象として実施した土地・建物利用状況調
査、大通りへの来訪者調査、空き家所有者の意向調
査、会津坂下町役場への来庁者調査の結果について
報告するものである。なお本研究に関連する既往文
献として、会津若松市七日町通りの実態と関係者の
考える当該地域の課題、来街者からの評価に関して
アンケート調査を行い、来街者がまちを歩く際に重
要視する要素と休憩スペース確保の重要性を明ら
かにした竹俣ら（2019）3）や、空き家を活用している
地域貢献活動団体ならびに空き家オーナーへのイ
ンタビュー・現地調査等から、モデル事業における
空き家活用の実態と課題を指摘した笈田ら（2018）4）

が挙げられる。本研究はこれらの研究に用いられた
調査項目を参考とし、調査票を作成した。

2.　会津坂下町の概要
　⑴ 町の成り立ち
　会津坂下町は、1611 年に鐘撞堂峠が開削された
ことで越後街道の重要な宿場となった。また、1625
年に東西 8 町 24 間、幅約 5 間（2）の直線道路が敷かれ
るとともに、その両側に町割りが行われ、現在の大
通りとなった。この年から市場が開かれ、宿場の形
態を整えつつ、物資の集散地として繁栄してきた。

1955 年には、坂下町、若宮村、金上村、広瀬村、川西
村、八幡村の 1 町 5 村が合併し、続いて 1960 年の境
界変更により、隣村の高郷村の一部である高寺地区
が編入されて現在に至っている。東西 11km・南北
14km・総面積 91.65km2 を有する 5）。
　⑵ 産業
　会津坂下町の産業として特筆されるのは特産物の米
や大豆などを加工した酒造業や味噌醤油業である。会
津坂下町は肥沃な土地と恵まれた気候状態から、良い
農作物が豊富にとれる土地柄であり、米、大豆、大麦、
小麦などがよく収穫された。それに伴い、農作物を加
工製造する業種が発達し、米を原料とする酒造業、米
と大豆を原料とする味噌醤油業の販路が拡張された。
　会津坂下町において最初に酒造業をはじめた上の
和泉屋は1780年代に創業し、現存する酒蔵では廣木
酒造が 1800 年初頭の創業と 200 年以上の歴史があ
る。また、創業当初は酒蔵でも味噌醤油の醸造も行
われていたほか、周辺の農家でも自家製味噌・醤油
を作る家庭も多かった。こうしたことから、酒醸造
と味噌醤油の醸造が同時期に同様に発展し、その醸
造技術を活かした産業が現在も続いており 6）、例えば
大通り沿いには現在でも4軒の酒蔵が立地している。
　さらに会津地方は馬肉食の歴史が長い地域であ
るが、1955 年にプロレス巡業で会津坂下町を訪れた
力道山が馬肉を生食したことがきっかけで現在の
馬刺し文化が根付いたとされている 7）。
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　⑶ 都市整備
　近代には、旧街道の延長約2kmに渡る大通り沿い

（福島県道22号）に商店や酒蔵などが建ち並び、現在
も大通りでは伝統行事である大俵引きが行われてい
る。しかし1966年以降、国道49号が整備されたこと
に伴い、その沿道にロードサイド型の店舗が立地し
はじめ、大通りを含む中心市街地の空洞化が進んだ5）。

3.　土地・建物利用状況調査
　2023 年 10 月 17 日、10 月 31 日、11 月 1 日 に、大 通
り沿いの土地・建物の利用状況に関する目視調査を
行った（図-3）。
　大通り沿いには966軒の建物が存在する。そのうち、

「戸建て住宅」が350軒（36.2%）で最も多く、次いで「空
き家」が184軒（19.0%）、「倉庫」が133軒（13.8%）で多い。
　大通りのなかでも町役場周辺の約500mの区間の沿
道が中心市街地のコアの部分にあたる（以下「重点区
域」）。重点区域には91軒の建物が存在する。そのうち、

「店舗」が28軒（30.8%）で最も多く、次いで「戸建て住宅」
が23軒（25.3%）、「空き家」が17軒（18.7%）で多い。

4.　大通りへの来訪者調査
　大通りへの来訪者の基礎情報や大通り沿いの活
性化に向けた課題を明らかにするため、中心市街地
へ来訪した人を対象とし、面接式アンケート調査を
行った。回収数は 207 件である（表 -1）。

　⑴ 回答者の基礎情報
　① 年齢
　年齢については、「70 代」が 48 人（23%）で最も多
く、次いで 60 代が 44 人（21%）で多い（図 -4）。60 代
以上が 113 人（54%）で過半数を占めている。

　② 性別
　性別については、「男性」が 82 人（40%）、「女性」
が 125 人（60%）であった（図 -5）。

　③ 交通手段
　交通手段については、「自動車」が 156人（75%）で
最も多く、次いで「徒歩」が 37人（18%）で多い（図 -6）。

　④ 居住地
　居住地については、「会津坂下町内」が 170 人

（82%）で最も多く、次いで「福島県内（会津坂下町
外）」が 35 人（17%）で多い（図 -7）。

　⑵ 大通りへの来訪目的
　大通りへの来訪目的については、「行政手続き」
が 97 人（47%）で最も多く、次いで「買い物・お金
の出し入れ」が 44 人（21%）で多い（図 -8）。「行政
手続き」が多い理由は、大通りで最も人が行き交う
場所であろう町役場付近で調査を行ったためであ
ると考えられる。

　⑶ 大通り沿いの課題点
　大通り沿いの課題点については、「空き店舗が多
い」が 132 件（64%）で最も多く、次いで「行きたい
店舗がない」が 113 件（55%）、「駐車場が少ない・
狭い」が 110 件（53%）、「シャッターが多い」が 102
件（49%）で多い（図 -9）。
　⑷ 大通り沿いの活性化のために必要な施設
　大通り沿いの活性化のために必要な施設につい
ては、「飲食店」が 59 件（29%）で最も多く、次いで

「スーパー、ショッピングモール、ドラッグストア、
生活雑貨店」が55件（27%）、「ホテル」が39件（19%）、

「温浴施設」が 34 件（16%）で多い（図 -10）。
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が34件（16％）で多い（図-10）。 
 
空き家所有者の意向調査

空き家の 階部分の活用について所有者の意向を明ら
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た課題を明らかにする。

対象 大通りへの来訪 
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1. 回答 の 礎情報
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島県道22号）に商店や酒蔵などが建ち並び、現在も大通

りでは伝統行事である大俵引きが行われている。しかし

1966年以降、国道49号が整備されたことに伴い、その沿

道にロードサイド型の店舗が立地しはじめ、大通りを含

む中心市街地の空洞化が進んだ 5)。 
 
土地・建物利用状況調査

2023年10月17日、10月31日、11月1日に、大通り

沿いの土地・建物の利用状況に関する目視調査を行った

（図-3）。
大通り沿いには 966 軒の建物が存在する。そのうち、

「戸建て住宅」が350軒（36.2％）で最も多く、次いで「空

き家」が 184軒（19.0%）、「倉庫」が 133軒（13.8%）で

多い。 
大通りのなかでも町役場周辺の約 500m の区間の沿道

が中心市街地のコアの部分にあたる（以下「重点区域」）。
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向けた課題を明らかにするため、中心市街地へ来訪した

人を対象とし、面接式アンケート調査を行った。回収数は
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「シャッターが多い」が102件（49％）で多い（図-9）。 
大通り沿いの活性化のために必要な施設 
大通り沿いの活性化のために必要な施設については、

「飲食店」が59件（29％）で最も多く、次いで「スーパ

ー、ショッピングモール、ドラッグストア、生活雑貨店」

が55件（27％）、「ホテル」が39件（19％）、「温浴施設」

が34件（16％）で多い（図-10）。 
 
空き家所有者の意向調査

空き家の 階部分の活用について所有者の意向を明ら

かにするため、重点区域内の17軒の空き家の所有者の自

代代 代代 代代 代代 代代 代代 代代 代代以以上上

男男性性 女女性性
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目的
大通りへの来訪 の 礎情報や大通り沿いの活性化に向け
た課題を明らかにする。

対象 大通りへの来訪 
方法 面接式アンケート調査
調査地点 大通り

1. 回答 の 礎情報
2. 大通りへの来訪目的
3. 大通り沿いの課題点
4. 大通り沿いの活性化のために必要な施設

調査日 2023年11月30日(木),12月19日(火)
回収数 207件
備考 町役場関係 は調査対象に含めない

調査項目

図-4　年齢

図-5　性別

図-6　交通手段

図-7　居住地

図-8　大通りへの来訪目的
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5.　空き家所有者の意向調査
　空き家の1階部分の活用について所有者の意向を
明らかにするため、重点区域内の17軒の空き家の所
有者 の自宅を訪問し、面接式アンケート調査を行っ
た。回収数は10件である。調査項目2は、調査項目1
で「貸し出し可」と回答した方にのみ質問した（表-2）。

東 北 計 画 行 政 研 究  第 ９ 号  |  特 集 論 文 １

　⑴ 貸し出し意向
　貸し出し意向については、「貸し出し可」が 6 件

（60%）、「貸し出し不可」が 4 件（40%）である（図
-11）。

　⑵ 空き家の情報
　表 -3 は、空き家所有者のうち、「貸し出し可」と回
答した所有者の空き家情報を整理したものである。

表-2　空き家所有者の意向調査の概要

図-9　大通り沿いの課題点（複数回答）

図-10　活性化のために必要な施設（複数回答）
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空き家の1階部分の活用について所有 の意向を明らか
にする。

対象 中心市街地重点区域内の空き家所有 
方法 面接式アンケート調査

1. 空き家の貸し し意向
2. 空き家の情報

調査日 2023年11月30日(木),12月19日(火)
回収数 10件

調査項目

空空きき店店舗舗がが多多いい
行行ききたたいい店店舗舗ががなないい

店店舗舗数数がが少少なないい
居居  人人口口がが少少なないい

駐駐車車場場がが少少なないい・・狭狭いい
公公共共交交通通がが不不便便
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空空きき地地がが多多いい

電電柱柱やや電電線線のの見見栄栄ええがが悪悪いい
街街灯灯ななどどののデデザザイインンががよよくくなないい

公公園園やや広広場場ががなないい
緑緑ががなないい

水水路路がが汚汚いい
夜夜のの街街がが暗暗いい

ここれれとといいっったた観観光光  源源ががなないい
酒酒・・味味噌噌・・醤醤油油等等のの地地域域  源源をを生生かかししききれれてていいなないい

フフリリーー ががなないい

土土
地地

利利
用用

交交
通通

景景
観観

水水
とと
緑緑

防防 災災 防防 犯犯
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((件件))

 

 
 

 
 
 

宅を訪問し、面接式アンケート調査を行った。回収数は10
件である。調査項目 2 は、調査項目 1 で「貸し出し可」

と回答した方にのみ質問した（表-2）。
貸し出し意向

貸し出し意向については、「貸し出し可」が6件（60％）、

「貸し出し不可」が4件（40％）である。（図-11）。 

表 空き家所有者の意向調査の概要 

 

図 大通り沿いの課題点（複数回答）

）

図 活性化のために必要な施設（複数回答）

目的
空き家の1階部分の活用について所有 の意向を明らか
にする。

対象 中心市街地重点区域内の空き家所有 
方法 面接式アンケート調査

1. 空き家の貸し し意向
2. 空き家の情報

調査日 2023年11月30日(木),12月19日(火)
回収数 10件

調査項目

空空きき店店舗舗がが多多いい
行行ききたたいい店店舗舗ががなないい

店店舗舗数数がが少少なないい
居居  人人口口がが少少なないい

駐駐車車場場がが少少なないい・・狭狭いい
公公共共交交通通がが不不便便

歩歩道道がが狭狭いい
シシャャッッタターーがが多多いい

建建物物のの外外観観ががよよくくははなないい
空空きき地地がが多多いい

電電柱柱やや電電線線のの見見栄栄ええがが悪悪いい
街街灯灯ななどどののデデザザイインンががよよくくなないい

公公園園やや広広場場ががなないい
緑緑ががなないい

水水路路がが汚汚いい
夜夜のの街街がが暗暗いい

ここれれとといいっったた観観光光  源源ががなないい
酒酒・・味味噌噌・・醤醤油油等等のの地地域域  源源をを生生かかししききれれてていいなないい

フフリリーー ががなないい

土土
地地

利利
用用

交交
通通

景景
観観

水水
とと
緑緑

防防 災災 防防 犯犯
観観

光光

情情 報報 通通 信信

((    220077))

((件件))

 

 
 

 
 
 

宅を訪問し、面接式アンケート調査を行った。回収数は10
件である。調査項目 2 は、調査項目 1 で「貸し出し可」

と回答した方にのみ質問した（表-2）。
貸し出し意向

貸し出し意向については、「貸し出し可」が6件（60％）、

「貸し出し不可」が4件（40％）である。（図-11）。 

表 空き家所有者の意向調査の概要 

 

図 大通り沿いの課題点（複数回答）

）

図 活性化のために必要な施設（複数回答）

目的
空き家の1階部分の活用について所有 の意向を明らか
にする。

対象 中心市街地重点区域内の空き家所有 
方法 面接式アンケート調査

1. 空き家の貸し し意向
2. 空き家の情報

調査日 2023年11月30日(木),12月19日(火)
回収数 10件

調査項目

空空きき店店舗舗がが多多いい
行行ききたたいい店店舗舗ががなないい

店店舗舗数数がが少少なないい
居居  人人口口がが少少なないい

駐駐車車場場がが少少なないい・・狭狭いい
公公共共交交通通がが不不便便

歩歩道道がが狭狭いい
シシャャッッタターーがが多多いい

建建物物のの外外観観ががよよくくははなないい
空空きき地地がが多多いい

電電柱柱やや電電線線のの見見栄栄ええがが悪悪いい
街街灯灯ななどどののデデザザイインンががよよくくなないい

公公園園やや広広場場ががなないい
緑緑ががなないい

水水路路がが汚汚いい
夜夜のの街街がが暗暗いい

ここれれとといいっったた観観光光  源源ががなないい
酒酒・・味味噌噌・・醤醤油油等等のの地地域域  源源をを生生かかししききれれてていいなないい

フフリリーー ががなないい

土土
地地

利利
用用

交交
通通

景景
観観

水水
とと
緑緑

防防 災災 防防 犯犯
観観

光光

情情 報報 通通 信信

((    220077))

((件件))

 

 
 

 
 

 
 

図 貸し出しの可否 
空き家の情報

表-3は、空き家所有者のうち、「貸し出し可」と回答し

た所有者の空き家情報を整理したものである。

①所有者の年齢

年齢については、「70代」が3人（50％）、「80代」が3 
人（50％）であった。 
②築年数

築年数については、「41～50年」が3件（50％）で最も

多く、次いで「71年以上」が2件（33％）で多い。築41
年以上の建物が全体を占めている。 
③従前の用途

従前の用途については、「店舗」が5件（83％）、「店舗

併用住宅」が1件（17％）であった。 
④土地・建物の権利

土地・建物の権利については、土地・建物ともにすべて 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
会津坂下町役場への来庁者調査

町役場が立地していることによる周辺地域への経済的

効果を明らかにするため、2023年11月1日に会津坂下町

役場へ来庁した人を対象として面接式アンケート調査を

行った。来庁者数は 172 人、回収数は 129 件であり、回

収率は75％である（表-4）。
 

「自己所有」であった。 
⑤空き家の 階部分面積

空き家の1階部分面積については、ほとんどが15~25 坪
であった。 
⑥建物利用状況

階

1階については、「空き家」、「空き家（奥に住居）」がと

もに3件（50％）である。 
階

2階については、「物置」、「空き家」がともに2件（33％）

で最も多い。 
⑦貸し出し上の難点

貸し出し上の難点については、水回りの問題が多い。 
⑧リフォームの可否（金銭負担は入居者）

リフォームの可否については、1件を除き可能であった。 
⑨貸し出し条件

家賃

家賃については、金額を明示しない所有者が多い。 
業種・用途

業種・用途については、「希望なし」が多い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回答者の基礎情報

①年齢

年齢については、「60代」が36人（28％）で最も多く、

次いで「70 代」が34 人（26％）で多い。60 代以上が72
人（56％）で過半数を占めている（図-12）。 
 
 

表 空き家の情報

貸貸しし  しし可可 貸貸しし  しし不不可可

可 可 可 可 可 可

80代以上 80代以上 70代 80代以上 70代 70代

71～ 71～ 61～70 41～50 41～50 41～50

店舗 店舗 店舗 店舗 店舗併用 宅 店舗

自己所有 自己所有 自己所有 自己所有 自己所有 自己所有

自己所有 自己所有 自己所有 自己所有 自己所有 自己所有

2階 物置 物置 事務所 空き家 空き家  宅

1階 空き家（奥に 居） 空き家（奥に 居） 空き家 空き家（奥に 居） 空き家 空き家

なし
・トイレが汲み取り式
・ 礎が不安定
・耐震 事必須

・雨漏り
・解体予定
・壁がブロック

・全面的にリフォーム
　必須

・トイレが1階のみ
・老朽化

・水回りの修繕必須

ー 可 可 可 可 可

家賃（万円） 希望なし できるだけ多く 相場に合わせる 希望なし 5～8

 種・用途 希望なし 希望なし 希望なし 希望なし 希望なし できれば物販がよい

注 「-」は無回答である。

貸し し上の難点

リフォームの可否
（金銭負担は入居 ）

貸し し条件

建物利用状況

所有 

貸し しの可否

所有 の年齢

築年数

従前の用途

土地の権利

建物の権利

空き家の1階部分面積（坪）

図-11　貸し出しの可否
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　① 所有者の年齢
　年齢については、「70 代」が 3 人（50%）、「80 代」
が 3 人（50%）であった。
　② 築年数
　築年数については、「41~50 年」が 3 件（50%）で最
も多く、次いで「71 年以上」が 2 件（33%）で多い。
築 41 年以上の建物が全体を占めている。
　③ 従前の用途
　従前の用途については、「店舗」が 5 件（83%）、「店
舗併用住宅」が 1 件（17%）であった。
　④ 土地・建物の権利
　土地・建物の権利については、土地・建物ともに
すべて「自己所有」であった。
　⑤空き家の 1 階部分面積
　空き家の 1 階部分面積については、ほとんどが 15
〜 25 坪であった。
　⑥ 建物利用状況
　1）1 階
　1 階については、「空き家」、「空き家（奥に住居）」
がともに 3 件（50%）である。
　2）2 階
　2 階については、「物置」、「空き家」がともに 2 件

（33%）で最も多い。
　⑦ 貸し出し上の難点
　貸し出し上の難点については、水回りの問題が多い。
　⑧ リフォームの可否（金銭負担は入居者）
　リフォームの可否については、1件を除き可能であった。

　⑨ 貸し出し条件
　1）家賃
　家賃については、金額を明示しない所有者が多い。
　2）業種・用途
　業種・用途については、「希望なし」が多い。

6.　会津坂下町役場への来庁者調査
　町役場が立地していることによる周辺地域へ
の経済的効果を明らかにするため、2023 年 11 月
1 日に会津坂下町役場へ来庁した人を対象として
面接式アンケート調査を行った。来庁者数は 172
人、回収数は 129 件であり、回収率は 75% である

（表 -4）。

　⑴ 回答者の基礎情報
　① 年齢
　年齢については、「60 代」が 36 人（28%）で最
も多く、次いで「70 代」が 34 人（26%）で多い。
60 代以上が 72 人（56%）で過半数を占めている

（図 -12）。
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注 「-」は無回答である。

貸し し上の難点

リフォームの可否
（金銭負担は入居 ）

貸し し条件

建物利用状況

所有 

貸し しの可否

所有 の年齢

築年数

従前の用途

土地の権利

建物の権利

空き家の1階部分面積（坪）

表-3　空き家の情報

表-4　会津坂下町役場への来庁者調査の概要
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街地の空洞化問題と町役場庁舎の建て替え問題が存在す

代代 代代 代代 代代 代代 代代 代代以以上上
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徒徒歩歩 自自転転車車 自自動動車車 公公共共交交通通機機関関

会会津津坂坂下下町町内内 福福島島県県内内 福福島島県県外外

行行っったた・・行行くく予予定定 行行っってていいなないい・・行行くく予予定定ががなないい

交交通通利利便便性性がが良良くくななるるかからら

そそのの他他 件件

大大通通りりががささみみししくくななるるかからら

慣慣れれ親親ししんんだだ場場所所だだかからら
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中中心心地地ににああるるべべききだだとと思思ううかからら

経経済済的的なな理理由由

理理由由ななしし

そそのの他他
件件

（（ ））

移移転転すすべべきき 移移転転すすべべききででなないい どどちちららででももよよいい 無無回回答答

目的
町役場が立地していることによる周辺地域への経済効果を明ら
かにする。

対象 会津坂下町役場への来庁 
方法 面接式アンケート調査

1. 回答 の 礎情報
2. 来庁に伴う大通りの店舗への立ち寄り
3. 町役場新庁舎の立地

調査日 2023年11月１日（水）8時45分〜17時15分
来庁 数 172人
回収数 129件
回収率
備考 町役場関係 は調査対象 に含めない

調査項目

7
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　② 性別
　性別については、「男性」が 63 人（49%）、「女性」
が 66 人（51%）であった（図 -13）。

　③ 交通手段
　交通手段については、「自動車」が 116 人（89%）
で最も多く、次いで「自転車」、「徒歩」がともに 6 人

（5%）で多い（図 -14）。

　④ 居住地
　居住地については、「会津坂下町内」が95人（74%）
で最も多く、次いで「福島県内（会津坂下町外）」が
27 人（21%）で多い（図 -15）。

　⑵ 来庁に伴う大通りの店舗への立ち寄り
　来庁に伴う大通りの店舗への立ち寄りについては、

「行っていない・行く予定がない」が108人（84%）、
「行った・行く予定」が21人（16%）であった（図-16）。

　⑶ 町役場新庁舎の立地について
　町役場の新庁舎の立地についての設問は、回答者
数は 104 人である（3）。
　① 移転すべきかどうか
　移転すべきかどうかについては、「移転すべき」が
51人（49%）で最も多く、次いで「移転すべきでない」
が 28 人（27%）で多い（図 -17）。

　② 移転すべきと答えた理由
　移転すべきと答えた理由については、「交通利便
性が良くなるから」が 43 件（84%）、「その他」が 13
件（26%）であった（図 -18）。

　③ 移転すべきでないと答えた理由
　移転すべきでないと答えた理由については、「大
通りがさみしくなるから」が 6 件（20%）で最も多く、 
次いで「慣れ親しんだ場所だから」、「交通利便性が
悪くなるから」がともに5件（17%）で多い。「その他」
については、「新庁舎は現時点に建設し、移転予定地
には他の施設を作ってほしいから」、「イベント開催
時に今の場所の方が盛り上がるしやりやすいから」
等の意見が挙げられた（図 -19）。

7. 結びにかえて
　本研究の冒頭で述べたとおり、会津坂下町には中
心市街地の空洞化問題と町役場庁舎の建て替え問
題が存在する。こうした背景のもとに、本研究では、
中心市街地の空洞化問題にかかわる調査として、土
地・建物利用状況調査、大通りへの来訪者調査、空
き家所有者の意向調査の結果を整理した。
　土地・建物利用状況調査では、大通り沿いの 966
軒のうち 184 軒が空き家であり、重点区域について
は 91 軒のうち 17 軒が空き家であることが明らかに
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（49％）で最も多く、次いで「移転すべきでない」が 28
人（27％）で多い（図-17）。 

 
 
 

 
 

図 移転すべきかどうか

②移転すべきと答えた理由

移転すべきと答えた理由については、「交通利便性が良

くなるから」が43件（84％）、「その他」が13件（26％）

であった（図-18）。 
 
 
 
 
 

図 移転すべきと答えた理由（複数回答） 
③移転すべきでないと答えた理由

移転すべきでないと答えた理由については、「大通りが

さみしくなるから」が6件（20％）で最も多く、 次いで

「慣れ親しんだ場所だから」、「交通利便性が悪くなるか

ら」がともに5件（17％）で多い。「その他」については、

「新庁舎は現時点に建設し、移転予定地には他の施設を

作ってほしいから」、「イベント開催時に今の場所の方が

盛り上がるしやりやすいから」等の意見が挙げられた（図

-19）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 移転すべきでないと答えた理由（複数回答） 
 

結びにかえて

本研究の冒頭で述べたとおり、会津坂下町には中心市

街地の空洞化問題と町役場庁舎の建て替え問題が存在す

代代 代代 代代 代代 代代 代代 代代以以上上

男男性性 女女性性

徒徒歩歩 自自転転車車 自自動動車車 公公共共交交通通機機関関

会会津津坂坂下下町町内内 福福島島県県内内 福福島島県県外外

行行っったた・・行行くく予予定定 行行っってていいなないい・・行行くく予予定定ががなないい

交交通通利利便便性性がが良良くくななるるかからら

そそのの他他 件件

大大通通りりががささみみししくくななるるかからら

慣慣れれ親親ししんんだだ場場所所だだかからら

交交通通利利便便性性がが悪悪くくななるるかからら

中中心心地地ににああるるべべききだだとと思思ううかからら

経経済済的的なな理理由由

理理由由ななしし

そそのの他他
件件

（（ ））

移移転転すすべべきき 移移転転すすべべききででなないい どどちちららででももよよいい 無無回回答答

目的
町役場が立地していることによる周辺地域への経済効果を明ら
かにする。

対象 会津坂下町役場への来庁 
方法 面接式アンケート調査

1. 回答 の 礎情報
2. 来庁に伴う大通りの店舗への立ち寄り
3. 町役場新庁舎の立地

調査日 2023年11月１日（水）8時45分〜17時15分
来庁 数 172人
回収数 129件
回収率
備考 町役場関係 は調査対象 に含めない

調査項目

図-12　年齢 図-17　移転すべきかどうか

図-18　移転すべきと答えた理由（複数回答）

図-19　移転すべきでないと答えた理由（複数回答）

図-13　性別

図-14　交通手段

図-15　居住地

図-16　来庁に伴う大通りの店舗への立ち寄り
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なった。大通りへの来訪者調査では、空き店舗が多
いことや行きたい店舗がないことが大通りの課題
点と考えている人が多いことが明らかになった。空
き家所有者の意向調査では、不動産市場には出回っ
ていない空き家であっても、貸し出し可能と考えて
いる所有者が少なくないことが明らかになった。
　現在、会津坂下町では、中心市街地の地元有志、
町役場職員、学識経験者から構成される「10 年後・
20 年後の会津坂下町を考える会（市街地活性化部
会）」を継続的に開催し、中心市街地の活性化に向け
た検討を行っているが、今後は、上記の調査の結果
を踏まえて活性化のあり方を検討することが求め
られる。
　また、本研究では、もう 1 つの問題である町役場
庁舎の建て替え問題にかかわる調査として、会津坂
下町役場への来庁者調査の結果を整理した。町役
場の移転に賛成の人が約 5 割、反対の人が約 3 割で
あった。中心市街地の空洞化問題は、第一義的には
中心市街地の方々が対策の必要性やそのあり方を
決めるべき問題であるのに対して、町役場の建て替
え問題は、町民全体で議論を尽くして決めるべき問
題だと考えられる。すなわち、両者は相対的に独立
した問題であるということだが、中心市街地の意義
と役割を再検討しながら中長期的な会津坂下町の
将来像を描き、その実現に向けて町役場の立地を判
断することが重要だと考えられる。

【補注】
（1）	 1955 年の町村合併以前の旧坂下町にあたる地区を指す。
（2）	 8 町 24 間は約 916 m、5 間は約 9 m である。
（3）	 町役場新庁舎郊外建設に対する賛否とその理由は、調査途中

に追加した設問であるため、回答者数が少なくなっている。
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特集論文2

東北地域における人口動態の変化と課題 :
人口減少社会への挑戦と地域再生の方策は

どうあるべきか
加納 寛子（山形大学 学術研究院）

要　旨
　本稿では、少子高齢化や人口減少が進む中、特に東北地域の人口動態に焦点を当て、1920年から2020年
までの100年間の人口増減を分析した。この期間、東北地方を含む多くの県で人口が増加する傾向にあった
が、2000年頃から東北の一部の県で人口が減少に転じた。2010年から2020年の10年間では、全国的にも
東北地域でも人口減少が見られた。この人口減少の傾向は今後も続くと予想される。東日本大震災の被害が大
きかったとされる福島県、宮城県、岩手県のみが特別な傾向にあるとは見いだせず、少子高齢化社会の課題は
東北地方全体の課題であることが再認識された。さらに、1970年頃の若年世代の人口の山が高齢者世代へシ
フトしていることが再確認された。この人口構造の変化に伴い、社会資本の投入や産業のあり方がどのように
変化すべきかが重要な課題である。特に、少子高齢化社会では労働力人口の減少や社会保障費の増大への対応
が必要で、移民政策や労働市場の柔軟化、高齢者の社会参加促進が検討されるべきである。また、地方の過疎
化対策として地域資源を活用した新産業の創出やICTを用いた遠隔医療サービスの拡充が考えられる。

1.　はじめに
　少子高齢化や人口減少社会という言葉を聞くよう
になって久しい。少子高齢化や人口減少社会の課題
は、大きく分けて三つ考えられる。その一つとして、
労働力不足と経済成長の鈍化が挙げられる。実際我
が国は、介護など労働力不足が起きており、経済成
長も長期にわたり停滞している。2 番目に社会保障
制度の持続可能性の問題が挙げられる。高齢者人口
の増加は年金医療介護などの社会保障費の増大をも
たらす。現役世代に対する負担の増加や社会保障制
度の持続可能性が問われる中で社会保障制度の抜本
的な改革や新たな財源の確保が急務である。また健
康寿命の延伸や高齢者の社会参加の拡大により高齢
化社会においても活力を維持する取り組みが必要で
ある。3番目に、地方の過疎化と中心都市の過密問題
が挙げられる。人口減少社会では若者が都市部に集
中し地方が過疎化する一方で中心都市では過密問題
が発生する。地方では人口減少に伴う地域コミュニ
ティの衰退と公共サービスの維持困難地域経済の低
迷などが顕著になる。これに対して地方創生や地域
資源を活かした産業の振興や地方移住支援策などに
よる人口流動の促進が求められる。一方で中心都市
では住宅問題や交通渋滞に伴う環境負荷の増大など
過密による問題の解決が課題となる。
　中本（2009）は、少子高齢化社会において、人口成
長が見られた場合とそうでない場合について、社会

資本の投入の効果をシミュレーションによって論じ
ている。また、杉岡（2015）は、旧産炭地などの産業
の衰退に伴うローカルな人口減少地域の問題ではな
く、国家単位の人口減少問題について論じている。
さらに、今後さらに超高齢・人口減少社会に向かう
ことを示した論考もある（藤正，2001；阿藤，2007；
広井 ，2013）。岩手県では人口減少が進み5 〜 6校の
小学校を1校に統廃合せざるを得ない状況について
も言及されている（増田，2015）。実際、筆者の住む山
形県でも過疎化が進み、小中学校の統廃合はかなり
進められた。人口減少社会における産業のあり方に
ついて言及している論考もある（増田，2015）。
　また、人口推計については、様々な推計モデルが
ある（鈴木，2017）。しかし、実際のデータで推計し
ているわけではない。もちろん、毎日のように、転
出者転入者はおり、推計には様々な要素が影響し
ている。東日本大震災を機に移転した人がいるこ
とは、ニュースで幾度と報道されてきた。しかし、
既に 13 年経っており、移転した地域で根付いた人
もいれば元の地域に戻る人もいる。そこで、実際の
データの推移を元に、東北地域の人口の推移につ
いて考察することを本稿の目的とする。

2.　戦前から現代までの東北地域の人口の推移
　データは e-Stat の「人口推計」の「長期時系列
データ（平成 12 年〜令和 2 年）」と「我が国の推計

10



東 北 計 画 行 政 研 究  第 ９ 号  |  特 集 論 文 ２

人口（大正 9 年〜平成 12 年）」データを利用した。
　戦前の 1920 年と 2020 年の人口を比較するため
増減を、表 1 に示した。さらに戦前の 1920 年から
現代までの東北地域と全国の推移は図 1 に示し
た。そして、実データを元に、それぞれの県の近似
曲線を作成した。近似曲線は、線形近似、指数近似、
対数近似、累乗近似、多項式近似をすべて試した。
多項式近似に関しては、低次のものから順に第 6 次
まで試した。決定係数 R2 値は、近似曲線の推定値
が測定データにどのくらいあてはまるかを 0 から 1
までの数値で示す。この数値が 1 に近いほど、デー
タの精度が高いと言えるため、R2 値が最も高くな
る近似曲線を採択した。まず、全国の人口の推移の
近似曲線は、下記の式となった。
y=−0.1669x3＋19.782x2＋369.87x＋56998
R²=0.997
　全国の人口の推移に最も近いカーブの宮城県の
近似曲線は下記の式となった。
y=−3E−05x4＋0.0045x3−0.2349x2＋23.916x＋908.42
R²=0.9856
　また、戦前から 1970 年頃には、東北地域で最も
人口が高かった福島県の近似曲線は下記の式と
なった。
y=9E−08x6−3E−05x5＋0.004x4−0.2489x3＋7.0796x2

−60.829x＋1538.5
R²=0.9166
　次に、戦前の頃には東北地域の中では最も人口
が少なかったが 2020 年の頃には、東北地域第 3 位
の人口となった青森県の近似曲線は下記の式と
なった。
y =−0.0009x3−0.0543x2＋20.542x＋672.1
R²=0.9695
　さらに、岩手県の近似曲線は下記の式となった。
y =−0.0009x3−0.0543x2＋20.542x＋672.1
R²=0.9695
　山形県の近似曲線は下記の式となった。
y=4E−08x6−1E−05x5＋0.002x4−0.1229x3＋3.4229x2

−27.01x＋1057.1
R²=0.802
　秋田県の近似曲線は下記の式となった。
y=−2E−＋06x5＋0.0006x4− 0.0522x3＋1.8826x2

　　　−13.342x＋944.64
R²=0.909
　1920 年から現代までの人口の増減について表 1
を見ると、東北地方を含め多くの都道府県で人口
が増加していることがわかる。島根県のみ減少し
ている。図 1 より推移の変化を見ると、全国及び

宮城県は 2000 年頃まで増加の一途をたどり、そ
の他の東北地域の県は 1920 年から 1944 年まで緩
やかに増加し 1945 年に急激に人口増加が見られ
る。その後は、ほぼ横ばいで 2000 年あたりから減
少に転じている。人口減少社会が到来することは
間違いないようである。カーブを見ると、福島県

表1　1920年と2020年の人口の増減

 

 
 

すべて試した．多項式近似に関しては，低次のものから順

に第 次まで試した．決定係数 値は，近似曲線の推定

値が測定データにどのくらいあてはまるかを から ま

での数値で示す．この数値が に近いほど，データの精

度が高いと言えるため， 値が最も高くなる近似曲線を

採択した． まず，全国の人口の推移の近似曲線は，下記

の式となった．

R² = 0.997

全国の人口の推移に最も近いカーブの宮城県の近似曲

線は下記の式となった．

R² = 0.9856

また，戦前から 年頃には，東北地域で最も人口が

高かった福島県の近似曲線は下記の式となった．

R² = 0.9166

次に，戦前の頃には東北地域の中では最も人口が少な

かったが 年の頃には，東北地域第 位の人口となっ

た青森県の近似曲線は下記の式となった．

R² = 0.9695

さらに，岩手県の近似曲線は下記の式となった．

R² = 0.9695

山形県の近似曲線は下記の式となった．

R² = 0.802

秋田県の近似曲線は下記の式となった．

R² = 0.909

年から現代までの人口の増減について表 を見る

と，東北地方を含め多くの都道府県で人口が増加してい

ることがわかる．島根県のみ減少している．図 より推

移を変化を見ると，全国及び宮城県は 年頃まで増加

の一途をたどり，その他の東北地域の県は 年から

年まで緩やかに増加し 年に急激に人口増加が

見られる．その後は，ほぼ横ばいで 年あたりから減

少に転じている．人口減少社会が到来することは間違い

ないようである．カーブを見ると，福島県では，他県に比

べて減少カーブが強いように見えるが，いずれの県も，東

日本大震災が起きた 年を契機に大きな段差が見られ

るような変化はなかった．

表 年と 年の人口の増減

都道府県 差(2020年-1920年)
北 海 道
青 森 県
岩 手 県
宮 城 県
秋 田 県
山 形 県
福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県
埼 玉 県
千 葉 県
東 京 都
神奈川県
新 潟 県
富 山 県
石 川 県
福 井 県
山 梨 県
長 野 県
岐 阜 県
静 岡 県
愛 知 県
三 重 県
滋 賀 県
京 都 府
大 阪 府
兵 庫 県
奈 良 県
和歌山県
鳥 取 県
島 根 県
岡 山 県
広 島 県
山 口 県
徳 島 県
香 川 県
愛 媛 県
高 知 県
福 岡 県
佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県
大 分 県
宮 崎 県
鹿児島県
沖 縄 県
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では、他県に比べて減少カーブが強いように見え
るが、いずれの県も、東日本大震災が起きた 2011
年を契機に大きな段差が見られるような変化はな
かった。

3.　年齢（5 歳階級）ごとの分布
　次に、2020 年の年齢（5 歳階級）ごとの分布のグラ
フを図 2 に示す。2 節で示した手続きでそれぞれの
近似曲線も作成した。各県の近似曲線は以下に示す。
青森県
y=−0.0014x4−0.0179x3＋1.0328x2−3.7487x＋45.55
R²=0.8645
岩手県
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R²=0.9008
宮城県
y=0.0002x6−0.0108x5＋0.1959x4−1.6797x3＋6.857x2
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R²=0.8362
秋田県
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R²=0.9044
山形県
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R²=0.8591
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R²=0.8591
　図 2 を見ると、全体的な傾向としては 34 歳以下
の若年層よりも 35 歳から 74 歳までの世代の人口
が多い傾向が見られる。また、第 1 次ベビーブーム
世代にあたる 65 〜 74 歳の世代と、第 2 次ベビー
ブーム世代の 40 〜 49 歳の世代に山が見られる。
　年齢（5 歳階級）ごとの分布について、過去の分
布と比較するため、2024 年 3 月現在 e-Stat から入
手できるデータの中で、最も古いデータ 1970 年の
データと比較する（順次古いデータも公開されて
いるようなので、今後はもっと古いデータも利用
できる可能性がある）。
　1970 年の年齢（5 歳階級）ごとの分布のグラフ
を図 3 に示す。図 3 を見ると、全体的な傾向として
は 24 歳以下の若年層の方が 45 歳以上の世代より
多い傾向が見られる。図 2 と図 3 を比較すると、

1970 年頃には、人口増減を縦に見た場合に釣り鐘
型と言われるよう、若年世代に大きな山があるも
のの、2020 年には、中高年世代に山が移動してき
ている。
　1970 年と 2020 年の年齢（5 歳階級）ごとの人口
の増減を明確に示すため、差（差 =2020 年の人口−
1970 年の人口）をとり表 2 に示した。表 2 を見ると、
総人口については、全国及び宮城県は増加してお
り、それ以外の東北の地域は減少していることが
わかる。減少人数は− 281,000 人の秋田県が最も減
少人数が多く、青森、岩手、山形と続く。 
　また、年齢ごとの増減を見ると、東北地域も全国
も、およそ 40 歳以下の人口は減少傾向が見られ、
65 歳以上の人口は大幅に増加している。1970 年の
データには、65 歳以上の人口の詳細がなかったた
め、2020 年のデータも、65 歳以上の人数は合算し
た。1970 年と 2020 年のデータの比較からは、震災
の影響が大きいと推測される宮城、福島、岩手の減
少幅が大きいわけではないように見受けられる。

表2　1970年と2020年の人口の増減（単位  千人）
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図1　戦前から現代までの東北地域の人口の推移（単位 千人）【東北地域は左軸、全国は右軸】

図2　2020年の東北地域の世代ごとの人口（単位 千人）

図3　1970年の東北地域の世代ごとの人口（単位 千人）
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　そこで、実際の状況を確かめるために、震災前の
2010 年と 2020 年のデータを比較した。2010 年と
2020 年の年齢（5 歳階級）ごとの人口の増減を明確
に示すため、差（差 =2020 年の人口− 2010 年の人
口）をとり表 3 に示した。

　表 3 を見ると、総人口については、全国も東北地
域もともに減少が見られた。そして、概ね 64 歳以
下の世代はほぼすべてで減少傾向が見られ。65 歳
以上は増加傾向が見られた。また、第 1 次ベビー
ブーム世代の 65 〜 74 歳では全体的に増加傾向が
見られ、第 2 次ベビーブーム世代の 45 〜 54 歳は、

前の 10 年の世代よりも世代人口が多いため、全国
的には増加となっているが、東北地域では微増微
減にとどまった。さらに、85 歳以上は、全国、東北
地域ともにすべてで増加傾向が見られた。震災前
の 2010 年と 2020 年のデータを比較しても、取り立
てて震災の影響が大きかった県の人口減少が大き
いわけではなく、全国及び東北地域ともに、人口が
減少しており、特に若年層の人口減少の傾向が見
られた。

4.　今後の人口推計
　人口の増減に影響を与えるパラメータには様々
な要因が関与していると推察される。そこで今後
人口動態に顕著な影響を及ぼすと予想される 5 個
のパラメータを挙げる。
1）　　出生率：人口の自然増減に最も直接的な影

響を与える要因である。出生率が高ければ人
口は増加し低ければ人口は減少する。令和 5
年版厚生労働白書によれば、2020 年の合計特
殊出生率は 1.33 である。

2）　　死亡率：年齢別性別地域による死亡率の違
いは人口の構成やサイズに影響を及ぼす。特
に医療技術の進歩や公衆衛生の向上により死
亡率が低下すれば人口増加に寄与することに
なる。

3）　　平均寿命：人々の平均寿命の延長は人口の
高齢化を進める要因であり社会保障制度や労
働市場に多大な影響を与える可能性がある。
厚生労働省による令和 4 年簡易生命表によれ
ば、男性の平均寿命は 81.05 歳、女性の平均寿
命は 87.09 歳とのことだ。

4）　　移民（移入と移出）：国際移民の流れは特に
移民を受け入れる国において人口のサイズや
構成を変化させる。移民は人口増加に寄与す
ることが多く労働力年齢層の補充に重要な役
割を果たす。昨今外国人労働者の受け入れが
増加傾向にあり、ウクライナなど紛争地域の
人々の受け入れにより増加する可能性がある。

5）　　気候変動：気候変動による自然災害の頻度
と強度の増加や農業生産への影響は人口動態
に影響を及ぼすだろう。地球温暖化はマイナ
ス要因として挙げられることがほとんどであ
る。だが、地球温暖化により、穀物や野菜の二
毛作、三毛作も可能になったり、ミカンやパイ
ナップルなど東北地方では育たなかったよう
な果物・野菜などが育つようになり、農業の
活性化が期待できる可能性がある。 

表3　2010年と2020年の人口の増減（単位  千人）
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は全体的に増加傾向が見られ，第 次ベビーブーム世代

の ～ 歳は，前の 年の世代よりも世代人口が多い

ため，全国的には増加となっているが，東北地域では微増

微減にとどまった．さらに， 歳以上は，全国，東北地

域ともにすべてで増加傾向が見られた．震災前の 年

と 年のデータを比較しても，取り立てて震災の影響

が大きかった県の人口減少が大きいわけではなく，全国

及び東北地域ともに，人口が減少しており，特に若年層の

人口減少の傾向が見られた．

．今後の人口推計

人口の増減に影響を与えるパラメータには様々な要因

が関与していると推察される．そこで今後人口動態に顕

著な影響を及ぼすと予想される 個のパラメータを挙げ

る．

） 出生率：人口の自然増減に最も直接的な影響を与え

る要因である．出生率が高ければ人口は増加し低け

れば人口は減少する．令和５年版厚生労働白書によ

れば， 年の合計特殊出生率は である．

） 死亡率：年齢別性別地域による死亡率の違いは人口

の構成やサイズに影響を及ぼす．特に医療技術の進

歩や公衆衛生の向上により死亡率が低下すれば人

口増加に寄与することになる．

） 平均寿命：人々の平均寿命の延長は人口の高齢化を

進める要因であり社会保障制度や労働市場に多大

な影響を与える可能性がある．厚生労働省による令

和４年簡易生命表によれば，男性の平均寿命は

歳，女性の平均寿命は 歳とのことだ．

） 移民（移入と移出）：国際移民の流れは特に移民を受

け入れる国において人口のサイズや構成を変化さ

せる．移民は人口増加に寄与することが多く労働力

年齢層の補充に重要な役割を果たす．昨今外国人労

働者の受け入れが増加傾向にあり，ウクライナなど

紛争地域の人々の受け入れにより増加する可能性

がある．

） 気候変動：気候変動による自然災害の頻度と強度の

増加や農業生産への影響は人口動態に影響を及ぼ

すだろう．地球温暖化はマイナス要因として挙げら

れることがほとんどである．だが，地球温暖化によ

り，穀物や野菜の二毛作，三毛作も可能になったり，

ミカンやパイナップルなど東北地方では育たなか

ったような果物・野菜などが育つようになり，農業

の活性化が期待できる可能性がある．

これらのパラメータは相互に影響し合いながら人口動

態を形成していく．そのパラメータの値は科学や医学の

進歩，世界情勢の変化など多様な要因で時々刻々と変わ

全国 青 森 県 岩 手 県
総  数
0～4歳
5～9
10～14
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85歳以上

宮 城 県 秋 田 県 山 形 県 福 島 県
総  数
0～4歳
5～9
10～14
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85歳以上

※減少は赤、増加は青で表示した。
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　これらのパラメータは相互に影響し合いながら
人口動態を形成していく。そのパラメータの値は
科学や医学の進歩、世界情勢の変化など多様な要
因で時々刻々と変わる。そこで、山形の人口の推移
を示す近似曲線
y=0.0002x6−0.0095x5＋0.1604x4−1.1458x3＋3.1361x2

＋1.166x＋31.807
を元に、パラメータを入力して、x 年後の人口の増
減を予測できるプログラムを python で試みた。

「# 近似曲線を用いた人口推移の基本計算」の部分
の式を、第 2 節で示した山形以外の県の式を入力
することで、各県の x 年後の人口を予測できる。

　図 4 の出力例は、出生率の変化 0.01、死亡率−
0.01、平均寿命の変化量 2 年、 移民の純増 100 人、気
候変動の影響 2 とした場合、20 年後の山形県の人口
は、1,068,000 人から 1,089,346 人へ微増する結果と
なる。出生率、死亡率などすべて未知の値である。

5.　まとめ
　本稿では少子高齢化や人口減少社会が進行する
中、特に東北地域の人口動態に着目し各県の人口推
移を近似曲線によって分析した。1920 年から 2020
年までの 100 年の人口増減から、この 100 年では東
北地方を含め多くの県で人口増加の傾向にあった
ことを再認識した。昨今とかく世間では、人口減少
社会という言葉をよく聞き、長期にわたり人口が減
少してきたような誤認をする可能性がある。しかし
ながら、減少に転じたのは、つい最近のことに過ぎ
ず、100 年前と比較すれば、まだ人口増の状況が保
たれている。実際、2000 年頃まで全国及び宮城県で
は人口が増加傾向にあったがその他の東北地域の
県では 1920 年から 1944 年まで緩やかに増加した後
ほぼ横ばいを経て 2000 年あたりから減少に転じて
いた。この人口減少の傾向は今後も続くと予想され
る。東日本大震災の被害が大きかったとされる福島
県、宮城県、岩手県のみが特別な傾向にあるとは見
いだせず、少子高齢化社会の課題は東北地方全体の
課題であることが再認識された。
　さらに年齢ごとの人口分布から 1970 年頃は若
年世代に人工の山が見られたが、その山が高齢者
世代へシフトしてきていることは周知の通りであ
る。しかし人口の増減に与える影響は自然発生的
な要因だけではない。人口減少や高齢化が進む中
で社会資本の投入や産業のあり方がどのように変
わるべきかが重要な課題である。少子高齢化社会
では労働力人口の減少や社会保障費の増大が予想
され、これに対応するためには移民政策や労働市
場の柔軟化や高齢者の社会参加の促進などが検討
される必要がある。また地方における過疎化対策
として地域資源を生かした新たな産業の創出や
ICT を活用した遠隔医療などのサービスの拡充も
考えられる。
　とりわけ、東北地域の人口を考える際には、気候
変動が人口動態に及ぼす影響についても注目すべ
きであろう。気候変動による自然災害の頻度の増
加は人口の分布にも影響を与える可能性がある。
一方で気候変動に伴う温暖化が農業の可能性を広
げるなどポジティブな影響をもたらす場合もあ
る。こうした複雑な要因が絡み合う中で人口推計
においては様々なシナリオを想定した柔軟な対応
が求められる。
　最後に今後の人口推計においては出生率や死亡
率、平均寿命などの伝統的なパラメータだけでなく
移民の流れや気候変動といった新たな要因も考慮
に入れる必要がある。これらの要因は相互に影響し
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人口動態に及ぼす影響についても注目すべきであろう．
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化が農業の可能性を広げるなどポジティブな影響をもた

らす場合もある．こうした複雑な要因が絡み合う中で人

口推計においては様々なシナリオを想定した柔軟な対応

が求められる．

最後に今後の人口推計においては出生率や死亡率，平

均寿命などの伝統的なパラメータだけでなく移民の流れ

や気候変動といった新たな要因も考慮に入れる必要があ

る．これらの要因は相互に影響し合いながら人口動態を
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ある．東北地域における人口の推移を分析することでこ
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変数の定義

現在の人口と計算式入力

パラメータ入力と出力

出力例

図4　人口の増減を予測できるプログラム例（山形）
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合いながら人口動態を形成するため総合的な視点
からのアプローチが不可欠である。東北地域におけ
る人口の推移を分析することでこれらの要因がど
のように作用しているかを明らかにし将来の人口
予測に生かしていくことが求められるであろう。
　長期的な視点から東北地域の人口推計を踏まえ
た上で東北地方が抱える今後の課題としては、以
下の 4 点が挙げられる。
1）　少子高齢化社会への対応
　　　東北地域は全国に先駆けて高齢化が進行し

ている地域の一つである。人口構造の変化に
伴い、医療・介護サービスへの需要が高まる
ことが予想される。しかし、それに対応するた
めの人材や施設が不足している現状が存在す
る。また、高齢者の社会参加や生涯現役社会の
実現に向けた取り組みが求められる。これに
は地域コミュニティの活性化や、高齢者が安
全に生活できる環境整備が必要である。

2）　若年層の人口減少と地域活性化
　　　東北地域では、特に若年層の人口減少が顕

著である。これは教育機会や就職機会の不足、
都市部への一極集中などが原因とされてい
る。若年層の減少は、地域の活力低下や経済の
衰退を招く可能性がある。そこで、若者が地域
に定住し活躍できる環境を整えることが急務
である。具体的には、地元産業への就職機会の
拡大、起業支援、教育環境の充実などが考えら
れる。

3）　産業の創出と ICT を活用した社会の創出
　　　地方過疎化対策として、地域資源を生かし

た新たな産業の創出や、ICT を活用した遠隔
医療などのサービスの拡充が考えられる。
これにより、地域の活性化と人口減少の緩和
を図ることが求められる。地球温暖化による
農業の可能性拡大など、気候変動に伴うポジ
ティブな影響を活かした産業の創出も考えら
れる。

4）　移民政策と国際化への対応
　　　労働力不足の解消や人口減少の緩和策とし

て、移民政策の積極的な検討が必要である。
外国人労働者や留学生の受け入れ拡大は、地
域経済の活性化につながる。しかし、それには
外国人が地域社会に溶け込みやすい環境整備
や、地域住民との相互理解を深める取り組み
が不可欠である。国際化を進めることで、地域
の多様性を高め、新たな価値を創出する機会
が生まれるであろう。

　これらの課題に対応するためには、地方自治体、
国、地域住民、企業など多様なステークホルダーの
協力が不可欠である。地域独自の資源を生かした
産業の育成や、新たな働き方の導入、地域コミュニ
ティの強化など、総合的な戦略が求められる。東北
地域におけるこれらの取り組みは、他地域におけ
る人口減少問題への対策のモデルともなり得るた
め、その実践と評価が重要である。
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特集論文３

「投票弱者」救済のための代替不在者投票制度
茨木 瞬（福島学院大学）

要　旨
　 地方自治体は、投票参加の場である投票所の再編を進めており、2000 年をピークに減少している。投
票所の再編が行われれば、新しい投票所までの距離が増加した有権者や、投票所へ出向くこと自体が困難
な障害者や高齢者が投票に行きたくても行かれなくなってしまう。現在の選挙管理では、彼らの声が政治
に届きにくくなっており、「投票弱者」となってしまっている。
　そこで本稿では、「投票弱者」の視点からみた投票環境に着目し、どうすれば投票弱者の投票機会を上
げることができるのか、について東北 6 県のデータを踏まえて考察を行った。具体的には、当日投票所に
おいて投票できない有権者の投票権確保のために創設された「代替不在者投票（Alternative Absentee 
Voting）」に焦点を当て、日本の選挙における代替不在者投票について確認し、「投票弱者」の視点から「代
替不在者投票」が有用であるか検証する。また、投票所再編による有権者の投票機会減少の補完措置とし
て創設・拡充された、自治体による移動支援、および移動期日前投票所の結果を用いて事例研究を行った。

1.　はじめに
　1.1　投票所の再編と有権者の投票機会の減少
　代表民主制である日本にとって、投票参加は主
権である国民が間接的に政治に声を届かせられる
行動であり、投票する機会は投票権を持つ全ての
人に対して等しく与えられるべきである。しかし
ながら、地方自治体は、投票参加の場である投票所
の再編を進めている。
　図 1 の縦棒グラフは、小選挙区比例代表並立制
へ移行した 1996 年以降の衆院選における投票所
数の推移を表したものである。投票所は 2000 年
の 53,434 ヶ所をピークにその数が下がり続けて
いる。投票所数は現在においても減少傾向を維持
しており、直近である 2021 年衆院選時の投票所数
は、2000 年選挙時から 6,968 ヶ所減少し、46,466 ヶ
所であった。

　投票所の再編による投票所数の減少は有権者の
投票参加コストを上げ、投票率の低下をもたらす
とされる（Riker and Ordeshook 1968; 茨木・河村 
2016a）。実証研究においても、投票所と投票率の
関係についての一連の研究（西澤 1991;Haspel and 
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（小西・村田・名取 2010）がなされており、投票所
へ行くコストが上がれば投票率が下がることが実
証されている。
　事実、近年の投票率は、図 1 の折れ線グラフが示
すように投票所数の減少に伴うように低下傾向に
ある。投票率低下の要因は選挙区における接戦度
など他にもあるが、先行研究が示すように、投票所
再編が与えた影響も少なくないだろう。

　投票所の再編が進められている一方で、投票所
の位置は以前と変わらないが、投票する時間を短
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投票所数（1）とその割合を算出した。市町村選管の裁
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以降の衆院選において、投票時間を短縮した投票
所の割合が増加している。全体の投票所数は 2003
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きにくくなっており、「投票弱者」となってしまっている。

そこで本稿では、「投票弱者」の視点からみた投票環境に着目し、どうすれば投票弱者の投票機会を上げ

ることができるのか、について東北 県のデータを踏まえて考察を行った。具体的には、当日投票所にお

いて投票できない有権者の投票権確保のために創設された「代替不在者投票（

）」に焦点を当て、日本の選挙における代替不在者投票について確認し、「投票弱者」の視点から「代

替不在者投票」が有用であるか検証する。また、投票所再編による有権者の投票機会減少の補完措置とし

て創設・拡充された、自治体による移動支援、および移動期日前投票所の結果を用いて事例研究を行った。
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代表民主制である日本にとって、投票参加は主権であ

る国民が間接的に政治に声を届かせられる行動であり、

投票する機会は投票権を持つ全ての人に対して等しく与

えられるべきである。しかしながら、地方自治体は、投票

参加の場である投票所の再編を進めている。

図 の縦棒グラフは、小選挙区比例代表並立制へ移行

した 年以降の衆院選における投票所数の推移を表し

たものである。投票所は 年の ヶ所をピーク

にその数が下がり続けている。投票所数は現在において

も減少傾向を維持しており、直近である 年衆院選時

の投票所数は、 年選挙時から ヶ所減少し、

ヶ所であった。
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されており、投票所へ行くコストが上がれば投票率が下

がることが実証されている。
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うに投票所数の減少に伴うように低下傾向にある。投票

率低下の要因は選挙区における接戦度など他にもあるが、

先行研究が示すように、投票所再編が与えた影響も少な

くないだろう。
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図1　投票所数および投票率の推移（衆院選
（小選挙区）1996-2021年）

表1　投票所数および投票時間短縮投票所数の推移
（衆院選1996-2021年）

出典:総務省より筆者作成

出典:総務省より筆者作成
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年以降に下がり続けているが、投票時間を短縮し
た投票所数はさらに増え続けており、2012 年以降
は投票所の 1/3 以上が投票時間を短縮している。
　1.2　本稿の目的
　投票所の再編が行われれば、投票したくてもで
きない有権者が出てきてしまう。特に、農村部では
投票所の統廃合により新しい投票所までの距離が
km 単位で増加することも少なくない。中心部へ出
にくい山間地に住む有権者や、投票所へ出向くこ
と自体が困難な障害者や高齢者にとって、投票所
の再編はより大きな投票コストを負わせることに
なってしまう。現在の選挙管理では、彼らの声が政
治に届きにくくなっており、「投票弱者」となって
しまっているといえる。高齢化が進んでいる日本
において、今後も「投票弱者」が増えることが大い
に考えられるため、早急の対策が必要であろう。
　本稿では、「投票弱者」の視点からみた投票環境
に着目し、どうすれば投票弱者の投票機会を上げ
ることができるのか、について東北 6 県のデータを
踏まえて考察を行う。
　2 節において、東北 6 県の投票所データの推移か
ら投票所の現状とその要因について考察する。3 節
では、当日投票所において投票できない有権者の
投票権確保のために創設された「代替不在者投票

（Alternative Absentee Voting）」に焦点を当て、
日本の選挙における代替不在者投票について確認
し、「投票弱者」の視点から「代替不在者投票」が有
用であるか検証する。
　そして 4 節では、投票所再編による有権者の投票
機会減少の補完措置として創設・拡充された、自治
体による移動支援、そして、先行事例として、2016
年参院選において島根県浜田市が導入した「移動期
日前投票所」の結果を用いて事例研究を行う。浜田
市における移動期日前投票所の仕組みや投票結果
について検証を行い、5 節で総括し、本論を閉じる。

2.　東北 6 県における投票所数の推移

　全国の投票所数は低下していたが、東北 6 県の
投票所数はどうか。図 2 は東北 6 県の投票所数の
推移について示したものであるが、どの県も 2003
年と比べて減少している。ただし、その減少の程
度は県によって異なっている。秋田県の投票所数
が毎回大きく減っており、2021 年衆院選の投票所
数は 2003 年（1145 ヶ所）と比べて 64% の 733 ヶ所
まで減っている。一方で、青森県の 2021 年衆院選
の投票所数は 2003 年（1012 ヶ所）と比べて 91% の
918 ヶ所に留まっている。
　なぜ隣接県である青森県と秋田県の投票所数の
減少幅に差があるのか。その要因として、投票率お
よび期日前投票率の違いが考えられる。茨木・河
村（2016a）が示したように、青森県の投票率は比
較的低く、2014 年衆院選における投票率は全国最
下位（46.83%）であった。「これ以上は投票所を減
らせない」という発想が投票所数の減少を阻んで
いるのではないだろうか。
　また、秋田県は期日前投票制度が県内で浸透し
ており、期日前投票率が高い。秋田県の国政選挙に
おける期日前投票率は、2005 年衆院選から 2021 年
衆院選までの衆参選挙にて 11 回連続で全国 1 位の
投票率であった（3）。期日前投票制度を用いる有権者
が増えれば、当日投票を行う有権者数が減るため、
期日前投票制度は投票所の再編を行うインセン
ティブになると考えられる。

3.　代替不在者投票と「投票弱者」
　2 節で挙げた期日前投票制度は、職業の多様化な
どにより、投票日当日に投票所に行かれない有権
者の投票権確保のために創設された制度であり、

「代替不在者投票」の一つである。本節では、期日
前投票制度を含めた日本の代替不在者投票につい
て確認し、代替不在者投票が投票弱者の視点から
みたときに有用であるか検証する。
　3.1　代替不在者投票とは
　現在の日本の選挙は「投票日当日投票所投票」
が原則であり、投票日に投票区内の投票所へ自ら
出向く必要がある。しかしながら、近代のモータ
リゼーションの発達により、生活圏が拡大したこ
とで、投票所当日に投票所に行くことができな
い有権者が増加している。そのような有権者が
投票できる機会を増やすため、「代替不在者投票

（Alternative Absentee Voting）」が創設・拡充さ
れた。
　河村・伊藤（2017）によると、日本の選挙におけ
る代替不在者投票は、2 節にて示した期日前投票制
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具体的には、①開始時刻を繰り下げた投票所数、②閉

鎖時刻を繰り上げた投票所数、③開始時刻を繰り下げか

つ閉鎖時刻を繰り上げた投票所数の合計である。
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投票時間が短縮したとは言い切れないため、表 からは

除外している。
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出典：総務省より筆者作成
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年 月 日に地方分権一括法を受けた改正公職選
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図2　東北6県における投票所数の比較（衆院選（小選挙区）
2003-2021年）※2003年の投票所数を100とする

出典:総務省より筆者作成
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度や、不在者投票制度、在外選挙制度、そして 2016
年に創設された共通投票所投票制度の 4 つに分類
される。（表 2）

　前者の 3 制度（期日前投票制度、不在者投票制度、
在外投票制度）は、「投票日当日に諸事情により投
票できない有権者が投票できるようにするための
投票方法」と言い換えることができる。このうち、
不在者投票制度と在外投票制度は、特定の障害が
ある有権者や、海外または名簿登録地以外にいる
有権者を対象とした投票制度である。
　期日前投票制度は、2003 年に従来の不在者投票
制度の一部を改め、創設された制度である。届け出
が不要なこともあり、創設以降、期日前投票所数が
増加傾向にある。表 3 は、衆院選において期日前投
票制度が創設された 2005 年以降の投票率および期
日前投票率を示したものである。投票率は減少傾
向にある一方で、期日前投票率は 2005 年の創設以
降増加傾向にあり、直近の 2021 年衆院選では投票
総数の 1/3 以上が期日前投票制度を利用していた。

　期日前投票制度は本来、投票所の再編の補完措
置として創設された制度であるが 2 節で示したよ
うに、期日前投票制度の充実は投票所の再編を行
うインセンティブとなりうる。期日前投票制度は

「投票当日投票所投票」を補う制度というだけでな
く、「投票当日投票所投票」に取って代わる制度、
という側面もあるといえるだろう。
　また、2016 年参院選から創設された共通投票所
投票制度はこれまでの代替不在者投票とは異なり、
投票日当日に既存の投票所以外での投票が可能と
なる制度であり、複数の投票区の投票が同じ場所
で行うことが可能になる。2016 年参院選において
共通投票制度を導入したのは 4 自治体のみ（北海道
函館市、青森県平川市、長崎県島原市、熊本県南阿
蘇村）であったが、直近の 2021 年衆院選では 18 市
町村計 68 ヶ所にまで増えた。共通投票所が増えれ
ば、有権者の投票機会はさらに増えるだろう。

　しかしながら、共通投票所投票制度の導入は、現
在進んでいる投票所の再編をさらに促進するかも
しれない、という指摘もある。共通投票所で投票す
る有権者には、これまで投票を棄権していた有権
者だけでなく、これまでも投票区内の投票所で投
票を行ってきた有権者も含まれる。そういった有
権者が共通投票所で投票を行えば、相対的に投票
区内の投票所での投票者数が減少する。投票所で
の投票者が減少すれば、各自治体が投票所の再編
を行うインセンティブが増すことになるだろう。
　3.2　代替不在者投票がもたらす「投票弱者」への影響
　これまでの代替不在者投票の創設・拡充は、
全有権者の投票参加の機会を増やすための施策で
あったといえる。代替不在者投票の拡充によって
当日投票所がさらに再編される可能性があるもの
の、有権者の投票参加の機会は増えていくもので
あると考えられるだろう。
　しかしながら、「投票弱者」の視点で代替不在者
投票を考えた場合、必ずしも投票参加の機会が増
えるとはいえない。期日前投票制度や共通投票所
投票制度は、有権者が集まりやすい市町の中心部
に設置される。多くの有権者からすれば、利便性が
良く、買い物ついでに投票参加ができるが、山間地
に住む有権者や高齢者および障害者からすれば、
中心部へ出るのも一苦労である。したがって、1 節
にて示した「投票弱者」の視点からみれば、代替不
在者投票の設置による効果は、他の有権者ほど高
くないと考えられる。

4.　「投票弱者」のための制度
　― 移動支援および移動期日前投票所 ―
　投票所再編による「投票弱者」の投票機会確保の
ため、総務省や自治体は「代替不在者投票」の仕組
みを見直し、2 つの対策を講じている。1 つは移動
困難者を対象にした移動支援である。
　移動困難者を対象に、各自治体は巡回バスや介
護タクシーなど、臨時的な移動支援を実施してい
る。直近の国政選挙である 2016 年の参院選では、
215 団体が実施し、前回（2013 年）の 122 団体から
大きく増やした。その背景には、国が財政措置とし
て「移動支援経費」を 2016 年に新設し、国政選挙に
おける移動支援に掛かる経費を国費で措置するこ
ととしたことが挙げられる。
　2 つ目は 2016 年参院選において創設され、島根
県浜田市が全国で唯一導入した移動期日前投票所
の創設である。移動期日前投票所とは、「動く期日
前投票所」として投票箱を自動車に乗せ、立会人と

 

 
 

権者数が減るため、期日前投票制度は投票所の再編を行
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節で挙げた期日前投票制度は、職業の多様化などによ

り、投票日当日に投票所に行かれない有権者の投票権確

保のために創設された制度であり、「代替不在者投票」の

一つである。本節では、期日前投票制度を含めた日本の代

替不在者投票について確認し、代替不在者投票が投票弱

者の視点からみたときに有用であるか検証する。

代替不在者投票とは

現在の日本の選挙は「投票日当日投票所投票」が原則で

あり、投票日に投票区内の投票所へ自ら出向く必要があ
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り、生活圏が拡大したことで、投票所当日に投票所に行く

ことができない有権者が増加している。そのような有権

者が投票できる機会を増やすため、「代替不在者投票

（ ）」が創設・拡充された。

河村・伊藤（ ）によると、日本の選挙における代替

不在者投票は、 節にて示した期日前投票制度や、不在者

投票制度、在外選挙制度、そして 年に創設された共

通投票所投票制度の つに分類される。（表 ）
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の創設以降増加傾向にあり、直近の 年衆院選では投

票総数の 以上が期日前投票制度を利用していた。

表 ：衆院選（ 年）における投票率、期日前

投票率の比較

期日前投票制度は本来、投票所の再編の補完措置とし

て創設された制度であるが 節で示したように、期日前

投票制度の充実は投票所の再編を行うインセンティブと

なりうる。期日前投票制度は「投票当日投票所投票」を補

う制度というだけでなく、「投票当日投票所投票」に取っ

て代わる制度、という側面もあるといえるだろう。

また、 年参院選から創設された共通投票所投票制

度はこれまでの代替不在者投票とは異なり、投票日当日

に既存の投票所以外での投票が可能となる制度であり、

複数の投票区の投票が同じ場所で行うことが可能になる。

年参院選において共通投票制度を導入したのは 自

治体のみ（北海道函館市、青森県平川市、長崎県島原市、

熊本県南阿蘇村）であったが、直近の 年衆院選では

市町村が計 ヶ所にまで増えた。共通投票所が増えれ

ば、有権者の投票機会はさらに増えるだろう。

しかしながら、共通投票所投票制度の導入は、現在進ん

でいる投票所の再編をさらに促進するかもしれない、と

いう指摘もある。共通投票所で投票する有権者には、これ
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すれば、中心部へ出るのも一苦労である。したがって、

節にて示した「投票弱者」の視点からみれば、代替不在者
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ともに統廃合された旧投票所を周り、期日前投票
所として一定期間設置する投票所である。
　移動支援と移動期日前投票所の創設、両者の目
的は同じ（「投票弱者」の投票機会確保）であるが、
前者は投票所まで有権者を「連れていく」政策であ
り、後者は有権者のところまで投票所を「持ってく
る」政策である。
　本節では、全国で唯一導入した浜田市の移動期
日前投票所の経緯とその選挙結果についてまと
める。
　4.1　浜田市の移動期日前投票所までの経緯
　島根県浜田市は、2005 年 10 月 1 日に浜田市と那
賀郡に属する 4 自治体（金城町、旭町、弥栄村、三
隅町）が新設合併し、誕生した市である。茨木・河
村（2016b）は、「平成の大合併」を行った自治体は、
合併後に投票所数を減らしやすい傾向があること
を示しており、浜田市も同様の傾向があったこと
が考えられる。特に、表 4 が示しているように、中
心自治体である浜田市の人口が全体の 7 割以上を
占めており、形式上は新設合併ではあるが、事実上
の編入合併だったといえるだろう。

　浜田市は、2016 年参院選より投票所数を 78 ヶ
所から 70 ヶ所に減少した。統廃合した投票所は、
旧弥栄村地区が 6 ヶ所、旧三隅町地区が 2 ヶ所で
あった。表 5 は統廃合された投票所と 2016 年時の
選挙人名簿を示したものであるが、どの投票区も
少ない数であり、5 万人規模の自治体である浜田
市としては、統廃合を行うインセンティブが高い
ことがうかがえる。しかしながら、統廃合となっ
た投票区はすべて山間地にあり、高齢者が多いた
め、投票所に行くコストが高くなることが懸念さ
れていた（4）。そこで浜田市は、統廃合の補完措置
として移動期日前投票所の開設をすることを決定
した。
　また、統廃合した投票所だけでなく、投票所まで
のコストが高い 3 ヶ所（程原下集会所、田野原上集
会所、熊の山集会所（5））の集会所にも移動期日前投
票所を開設することを決定し計 11 ヶ所の施設に移
動期日前投票所を開設することが決まった。

　4.2　移動期日前投票所の概要
　移動期日前投票所は、3 日間で計 11 ヶ所の旧投
票所および集会所を転々とした。各施設にて開設
する時間は 1 時間から 1.5 時間ずつ、計 13.5 時間開
設した。
　移動期日前投票所は、自動車に投票管理者、職務
代理者、2 人の投票立会人および事務従事者の計 5
名を投票箱および記載台とともに乗せ、各施設を
巡った。
　経費は約 32 万 7 千円であり、主に人件費や燃料
費などに使用された（6）。
　4.3　移動期日前投票所の効果
　本節では、移動期日前投票所の効果について、先
行研究から得られる知見から確認する。
　移動期日前投票所の実施は、1 節で示した Riker 
and Ordeshook（1968）の投票参加モデルには、投
票に参加しなければならないという義務感（Duty）
や投票に行ったことにより生ずる満足感を示す「投
票義務感」がある（7）。投票義務感は、繰り返し投票
に行き、習慣化することで醸成される側面があり、
この値が高い有権者は、仮に無風選挙でも投票に
行くと考えられる。つまり、今まで投票所があった
場所に移動期日前投票所が来れば、投票義務感に
より、投票参加をする有権者が増えることを Riker 
and Ordeshook（1968）の投票参加モデルは示して
いることになる。
　先に挙げた移動支援は、投票所が変わってしま
うため、投票義務感は薄れてしまう。したがって、
投票義務感の点からいえば、移動期日前投票所は
移動支援よりも大きな効果があると考えられる。
ただし、移動期日前投票所における投票義務感に
よる効果に関しては、実証されているわけではな
く、選挙結果のデータで示すことは困難であると
考えられる。機会があれば、現地調査やアンケート
調査により導き出したいと考えている。
　また、当日投票所を設置するよりも経費が安く
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が ヶ所、旧三隅町地区が ヶ所であった。表 は統廃

合された投票所と 年時の選挙人名簿を示したもので
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ることが決まった。
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移動期日前投票所の概要
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平成27年国勢調査
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選挙人名簿
（H28.3.2現在）
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表4　合併自治体別人口（平成27年国勢調査）

表5　旧投票所一覧（浜田市）
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なる。投票時間が短いことも一つの要因ではある
が、自動車の中に投票箱があり、自動車の中で投票
が行われるため、投票所ごとで準備するのは待機
用の簡易テントぐらいであり、設備費用が投票所
1 ヶ所分で済む。財政悪化を懸念して投票所の再編
を進めている自治体からすれば、大きなメリット
となろう。
　移動期日前投票所のデメリットとしては、やは
り投票時間が短い点である。1 節で示したように、
投票時間が短縮されれば、有権者の投票参加の機
会はそれだけ失われる。特に、1 〜 2 時間であれば、
他の用事と重なってしまう有権者がいるかもしれ
ない。今後自治体が導入する際には、日程等も考慮
する必要があるだろう。
　4.4　移動期日前投票所の選挙結果
　では、浜田市の移動期日前投票所でどれぐらい
の有権者が投票したのだろうか。

　表 6 は、移動期日前投票所を設置した 11 ヶ所の
投票者数および投票率を示したものである。1 時間
から 1.5 時間の開設時間にもかかわらず、総投票者
数は有権者数の 45.03%、総投票者数の 57.14% が投
票していることが分かった。総投票者の過半数が
移動期日前投票所を利用したことを考えると、移
動期日前投票所設置の効果はあったといえるので
はないだろうか。

5.　おわりに
　本稿では、山間地に住む有権者や、障害者や高齢
者などの「投票弱者」の、投票所再編にともなう投
票機会減少の救済に着目し、補完措置となる代替
不在者投票制度について整理し、移動期日前投票
所について事例研究を行った。
　代替不在者投票は、全有権者の投票権確保のた
めに創設・拡充された投票制度であり、投票参加
の機会は増えるが、投票弱者の視点からみれば、投
票参加の機会が増えたとは一概にはいえないと考
えられる。
　投票弱者の投票機会確保のため、2016 年参院選

にて創設された移動期日前投票所を導入した島根
県浜田市について概要を確認し、選挙結果からそ
の効果について検証を行った。その結果、総投票者
の過半数が移動期日前投票所を利用したことが分
かり、移動期日前投票所設置の効果はあったと結
論付けた。
　2016 年参院選にて移動期日前投票所を実施した
自治体は浜田市の 1 件のみであったが、2021 年衆
院選では福島県にて 4 ヶ所の移動期日前投票所が
開設する（8）など、増加傾向にある。ケースが増えれ
ば、その効果についてもより的確に示すことがで
きるため、今後の自治体の動きに注視したい。
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　本稿は中部大学問題複合体を対象とするデジタルアース共同
利用・共同研究 IDEAS202304 の助成を受けたものです。

【脚注】
（1）	 具体的には、①開始時刻を繰り下げた投票所数、②閉鎖時

刻を繰り上げた投票所数、③開始時刻を繰り下げかつ閉鎖
時刻を繰り上げた投票所数の合計である。

	 他にも、「開始時刻の繰り上げを行った投票所」、「開始時刻
を繰り上げ、閉鎖時刻も繰り上げた投票数」があるが、前者
は投票時間の延長であり、後者は繰り上げ、繰り下げの時
間を確認しなければならず、データからは投票時間が短縮
したとは言い切れないため、表 1 からは除外している。

（2）	 2000 年 4 月 1 日に地方分権一括法を受けた改正公職選挙法
が施行されたことにより、市町村選管の裁量で投票時間を
変更できるようになった。具体的には、投票所の開始時刻
を 2 時間以内の範囲内において繰上げもしくは繰下げ、ま
たは閉鎖時刻を 4 時間以内の範囲において繰り上げること
が可能となった（公職選挙法第 40 条）。

（3）	『河北新報』2022 年 7 月 6 日より。
	 https://kahoku.news/articles/20220706khn000021.html

（2024 年 3 月 15 日アクセス）
（4）	「第 36 回浜田市行財政改革推進委員会議事概要」（浜田市

ホームページより）。
	 http://www.city.hamada.shimane.jp/www/contents/
	 1455667987679/simple/gijigaiyo.pdf（2024年3月15日アクセス）
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人の投票立会人および事務従事者の計 名を投票箱お

よび記載台とともに乗せ、各施設を巡った。

経費は約 万 千円であり、主に人件費や燃料費な

どに使用された。

移動期日前投票所の効果

本節では、移動期日前投票所の効果について、先行研究

から得られる知見から確認する。

移動期日前投票所の実施は、 節で示した

（ ）の投票参加モデルには、投票に参加し

なければならないという義務感（ ）や投票に行ったこ

とにより生ずる満足感を示す「投票義務感」がある。投

票義務感は、繰り返し投票に行き、習慣化することで醸成

される側面があり、この値が高い有権者は、仮に無風選挙

でも投票に行くと考えられる。つまり、今まで投票所があ

った場所に移動期日前投票所が来れば、投票義務感によ

り、投票参加をする有権者が増えることを

（ ）の投票参加モデルは示していることに

なる。

先に挙げた移動支援は、投票所が変わってしまうため、

投票義務感は薄れてしまう。したがって、投票義務感の点

からいえば、移動期日前投票所は移動支援よりも大きな

効果があると考えられる。ただし、移動期日前投票所にお

ける投票義務感による効果に関しては、実証されている

わけではなく、選挙結果のデータで示すことは困難であ

ると考えられる。機会があれば、現地調査やアンケート調

査により導き出したいと考えている。

また、当日投票所を設置するよりも経費が安くなる。投

票時間が短いことも一つの要因ではあるが、自動車の中

に投票箱があり、自動車の中で投票が行われるため、投票

所ごとで準備するのは待機用の簡易テントぐらいであり、

設備費用が投票所 ヶ所分で済む。財政悪化を懸念して

投票所の再編を進めている自治体からすれば、大きなメ

リットとなろう。

移動期日前投票所のデメリットとしては、やはり投票

時間が短い点である。 節で示したように、投票時間が短

縮されれば、有権者の投票参加の機会はそれだけ失われ

る。特に、 ～ 時間であれば、他の用事と重なってしま

う有権者がいるかもしれない。今後自治体が導入する際

には、日程等も考慮する必要があるだろう。

移動期日前投票所の選挙結果

総務省ホームページより。

（ 年 月 日アクセス）

しかし、飯田（ ）のように、 を投票行動として

では、浜田市の移動期日前投票所でどれぐらいの有権

者が投票したのだろうか。

出典：総務省資料より筆者作成

表 ：移動期日前投票所一覧および投票率

表 は、移動期日前投票所を設置した ヶ所の投票者

数および投票率を示したものである。時間から 時間

の開設時間にもかかわらず、総投票者数は有権者数の

、総投票者数の が投票していることが分か

った。総投票者の過半数が移動期日前投票所を利用した

ことを考えると、移動期日前投票所設置の効果はあった

といえるのではないだろうか。

５５．．おおわわりりにに

本稿では、山間地に住む有権者や、障害者や高齢者など

の「投票弱者」の、投票所再編にともなう投票機会減少の

救済に着目し、補完措置となる代替不在者投票制度につ

いて整理し、移動期日前投票所について事例研究を行っ

た。

代替不在者投票は、全有権者の投票権確保のために創

設・拡充された投票制度であり、投票参加の機会は増える

が、投票弱者の視点からみれば、投票参加の機会が増えた

とは一概にはいえないと考えられる。

投票弱者の投票機会確保のため、 年参院選にて創

設された移動期日前投票所を導入した島根県浜田市につ

いて概要を確認し、選挙結果からその効果について検証

を行った。その結果、総投票者の過半数が移動期日前投票

所を利用したことが分かり、移動期日前投票所設置の効

果はあったと結論付けた。

年参院選にて移動期日前投票所を実施した自治体

は浜田市の 件のみであったが、 年衆院選では福島

県にて ヶ所の移動期日前投票所が開設するなど、増加

加えることに否定的な意見もある。

『福島民友新聞』 年 月 日。

投票
者数

投票率
投票
者数

対有権者
比

対総投票
者数比

畑集会所
山賀集会所
小角集会所
横谷集会所
程原上集会所
程原下集会所
田野原地区公民館
田野原上集会所
熊の山集会所
黒沢集会所
的野集会所
合計

移動期日前投票所 不在者
投票者
数

有権
者数

移動期日前投票所
当日
投票者
数

期日前
投票者
数

合計

表6　移動期日前投票所一覧および投票率

出典:総務省より筆者作成
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自治体のDX推進に向けた業務プロセス可視化の提案
― 低所得者支援給付事務におけるデータ抽出を事例として ―

森谷 健太（宮城大学 大学院 事業構想学研究科 博士後期課程）
中沢 峻（宮城大学 事業構想学群）

佐々木 秀之（宮城大学 事業構想学群）

要　旨
　近年、自治体においては DX 推進が求められている。一方で、特に小規模自治体においては DX 推進に
向けて、内部人材の育成の難しさが指摘されるなど課題は多い。このような中、新型コロナウイルスの経
済対策として令和 2 年に実施した特別定額給付においては、いかに早く給付金を配るか話題となり、オン
ライン申請の有無等によって自治体間で給付スピードに差が生じた。その後も、令和 3 年から令和 5 年に
かけて低所得者支援として給付事務は継続して実施されている。本研究では、筆者の自治体職員としての
立場から、低所得者支援給付事務における給付プロセスおよび給付フローを整理し、特に事務に時間を要
する給付データの抽出について、プロセスの可視化、および簡易な Excel 関数を活用した作業手順を提案
し、DX 推進の可能性についても考察する。

1.　研究背景
　（1）　はじめに
　近年、自治体においては、令和 2 年 12 月 25 日に
閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた改
革の基本方針」に基づき、行政分野でのデジタル・
トランスフォーメーション（以下、DX）が求めら
れている。具体的には、行政サービスにおいて、デ
ジタル技術やデータを活用して、住民の利便性を
向上させるとともに、デジタル技術や AI 等の活
用により業務効率化を図り、人的資源を行政サー
ビスの更なる向上に繋げていくことが重要視され
ている 1）。また、DX 推進に長けた外部人材を積極
的に登用していく必要性も示されている。
　一方で、地方自治体に対して実施した DX 推進に
関するアンケート調査の結果によれば、外部人材

（CIO 補佐官等）を任用している自治体は 13.79%
と限定的であり、また、約 9 割の自治体が内部人材
の育成に難しさを抱えていることが明らかにされ
ている 2）。DX 推進に向けては、このような人材に
まつわる課題が散見され、全国の自治体での行政
サービスに DX が普及していくには一定程度、時間
を要することが示唆される。
　しかし、昨今では、コロナ禍を一つの契機とす
る行政サービスの DX 化の動向が確認されつつあ
る。具体的には、新型コロナウイルス感染症蔓延に
対する経済支援策として、令和 2 年に実施された一
律 10 万円の特別定額給付金である。当時は、いか
に早く給付を完了するかが自治体での実務上のイ
シューであった。国の交付金の充当をまたずに補

正予算を組んで先行して給付を始める自治体や、
オンライン申請受付を始めた自治体は給付スピー
ドの早さを住民から評価されたものの、それと比
較して給付が遅い自治体は住民から厳しい視線が
注がれている状況をメディアが積極的に報じた。
　自治体による、この類の給付は令和 2 年で終わっ
たわけではない。政府は新型コロナウイルス感染
症の長期化や物価高騰対策支援の一環として、住
民税非課税相当の低所得者世帯に対し、現金給付
を行っている。本給付金は特別定額給付金同様、国
が掲げる施策であり、国においては必要な財源（給
付費用）は補助するものの、実際の給付事務は地方
自治体が窓口となって、令和 3 年度から令和 5 年度
にかけて住民税非課税世帯等に対し、複数回の給
付を行った。この給付では、その事務処理におい
て、給付までのスパンに、自治体による差があるこ
とが指摘された。令和 5 年 11 月には、住民税非課
税世帯等への給付において、国は自治体に対して
年内の速やかな予算措置を図るよう通知を出すな
ど、自治体はスピード感を持った給付を行うこと
が求められている 3）。
　（2）　本研究の目的
　これまで実施されてきた低所得者を対象とした
給付事務では、一部でオンラインでの申請を導入
する自治体も出てくる等、自治体の DX 推進の文脈
においてタイムリーかつ緊急性の高いトピックで
ある。さらに、自治体の給付事務については、その
給付内容によって給付プロセスは様々であるが、
全国自治体が同じ要件で同じ時期に実施している
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低所得者を対象とした給付金を研究対象とするこ
とで、その実務の課題や改善点において何らかの
普遍的な示唆を見出だせるといえよう。
　そこで本研究では、筆者の自治体職員としての
立場から、これまで自治体において実施されてき
た低所得者支援給付の給付方式および給付フロー
の作業工程を整理した上で、給付完了までのスパ
ンの短縮化に影響を及ぼすと推察される給付デー
タの抽出について、そのプロセスの可視化、およ
び 簡 易 な Microsoft Excel（ 以 下、「Excel」と す
る）上の関数を用いた作業手順を提案する。さら
に DX 推進の可能性についても考察することを目
的とする。
　（3）　先行研究と本研究の位置づけ
　まず、DX 推進に関する事例として、民間企業を
対象とした事例がある。加藤ら 4）は、日本の製造業
における DX 推進のための経営方策として、複数の
プロジェクトを統合的に管理する手法の一つであ
る P2M（Project & Program Management）が 有
用であることを示唆している。他方、行政サービス
を対象とした DX 推進事例の報告は執筆時点では
確認できないが、田畑 5）は自治体の DX 推進計画の
策定状況を調査し、都道府県と比べて市町村レベ
ルでは DX 推進計画の策定が進んでいないことを
指摘している。特に、小規模の自治体では DX 推進
の前に計画策定すら難しい状況であると示唆され
る。また、吉田ら 6）は、自治体 DX の実現に向け、職
員のデータリテラシー能力向上が重要であるとし、
リテラシー教育によって長期的に組織を強化する
必要性を指摘している。給付事務に関する先行研
究としては、坪田 7）は特別定額給付金における電子
申請について、国や市区町村の発言から、双方の認
識の違いを整理している。
　このように関連研究はあるものの、自治体の現
場レベルの事例を通じて、DX 推進の課題を指摘
する研究はほとんどない。また、DX 推進というと
パッケージシステムの新規導入を検討するケース
もあるが、小規模な自治体では財政的に導入が難
しいことが考えられる。こうした状況を踏まえる
と、DX 推進に向けては、まずはシステム導入とい
う大きな事業投資の意思決定をするのではなく、

導入コストが不要で自治体職員でも取り組めるよ
うな、比較的簡易な試みから考えていくことが重
要である。そこで本研究では、導入コストがかから
ず、自治体職員にとって身近な Excel を用いたデー
タ抽出を提案する。この提案によって、他の同様の
給付事務においても活用が期待され、ひいては自
治体の DX 推進の課題解決に寄与するものと示唆
される。
　本研究では、まず低所得者支援給付金の概要に
ついて説明し、当該給付金における給付方式や給
付フローから作業工程ごとの特色を整理する。次
に、作業工程のうち事務に時間を要する給付デー
タの抽出について、プロセスの可視化、および簡易
な Excel 関数を活用した作業手順を提案する。最後
に DX 推進の可能性について考察する。

2.　低所得者支援給付金の概要
　令和 6 年 2 月時点における、自治体による低所得
者支援給付金について表 1 に整理する。
　まず、令和 3 年度には令和 3 年 11 月 19 日に閣議
決定された「コロナ・克服・新時代開拓のための経
済対策」の一環として、新型コロナウイルスの長期
化に伴う低所得者支援のため、臨時特別給付金とし
て、1 世帯あたり 10 万円の給付を行っている 8）。令
和 4 年度には新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金において新たに 「電力・ガス・食
料品等価格高騰重点支援地方交付金」を創設し、
この枠組みの中で、一世帯あたり 5 万円の給付を
行っている 9）。令和 5 年度にはエネルギー・食料品
価格の物価高騰の影響を受けた低所得者を支援す
るため、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付
金を活用した 1 世帯あたり 3 万円を行っている。こ
の後、令和 5 年 11 月 2 日に閣議決定された「デフレ
完全脱却のための総合経済対策（閣議決定）」では
追加給付分として 1 世帯あたり 7 万円の給付を行っ
ている 10）。なお、いずれの給付も条件として、世帯
員全員の住民税が非課税である必要があり、世帯
員全員が課税者から扶養を受けている場合は対象
外となる。
　なお、表 1 に示した全ての給付金に関する事務は
基礎自治体が担う。

ら、これまで自治体において実施されてきた低所得者支

援給付の給付方式および給付フローの作業工程を整理し

た上で、給付完了までのスパンの短縮化に影響を及ぼす

と推察される給付データの抽出について、そのプロセス

の可視化、および簡易な Microsoft Excel（以下、「Excel」
とする）上の関数を用いた作業手順を提案する。さらに

DX 推進の可能性についても考察することを目的とする。

先行研究と本研究の位置づけ

まず、DX推進に関する事例として、民間企業を対象と

した事例がある。加藤ら 4)は、日本の製造業におけるDX
推進のための経営方策として、複数のプロジェクトを統

合的に管理する手法の一つである P2M（Project ＆ 
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他方、行政サービスを対象とした DX 推進事例の報告は

執筆時点では確認できないが、田畑 5)は自治体のDX推進

計画の策定状況を調査し、都道府県と比べて市町村レベ

ルでは DX 推進計画の策定が進んでいないことを指摘し
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ルの事例を通じて、DX推進の課題を指摘する研究はほと

んどない。また、DX推進というとパッケージシステムの

新規導入を検討するケースもあるが、小規模な自治体で

は財政的に導入が難しいことが考えられる。こうした状
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って身近なExcelを用いたデータ抽出を提案する。この提

案によって、他の同様の給付事務においても活用が期待
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された「コロナ・克服・新時代開拓のための経済対策」の

一環として、新型コロナウイルスの長期化に伴う低所得

者支援のため、臨時特別給付金として、1 世帯あたり 10
万円の給付を行っている 8)。令和4年度には新型コロナウ

イルス感染症対応地方創生臨時交付金において新たに 
「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を
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価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した 1 世

帯あたり 3 万円を行っている。この後、令和 5 年11 月2
日に閣議決定された「デフレ完全脱却のための総合経済

対策（閣議決定）」では追加給付分として 1 世帯あたり 7
万円の給付を行っている 10)。なお、いずれの給付も条件

として、世帯員全員の住民税が非課税である必要があり、

世帯員全員が課税者から扶養を受けている場合は対象外

となる。

なお、表 1 に示した全ての給付金に関する事務は基礎

自治体が担う。

低所得者支援給付金の申請方式

低所得者支援給付金の申請の経路は、つに大別される。

表 低所得者世帯支援に関する給付金の種類

給付

年度
給付名称

給付額

世帯
支給要件・対象者

特別臨時給付金 万円 住民税非課税世帯

※基準日において世帯全員の住民税均等割が非課税で

ある世帯

※ただし、住民税が課税されている者の扶養親族等の

みからなる世帯は対象外。

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支

援給付金
万円

物価高騰対策支援金 万円

物価高騰対策支援金（追加給付分） 万円

表1　低所得者世帯支援に関する給付金の種類
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3. 低所得者支援給付金の申請方式
　低所得者支援給付金の申請の経路は、2 つに大別
される。それは、一般的な紙面の申請書によるもの
と、給付の効率化を図るためのオンラインでの申
請の 2 つである。さらに、個別の給付方式の呼称は
様々であり、名称は一律に固定化されているもの
ではないが、ここでは内閣府や給付事務を行って
いる複数の市町村の Web サイト等で確認できる、
それぞれの給付方式の名称および概要を以下に整
理する。なお、紙面での申請には確認書方式および
お知らせ方式が、オンラインでの申請にはファス
トパス方式が該当する。
　（1）　確認書方式
　自治体側で給付対象者を調査・認定し、給付の
対象と思われる者へ確認通知を送付し、文書の返
送を持って支給する方式である。自治体側が給付
対象者の口座情報を把握していない場合、給付対
象者側は本人身分証明書や口座情報関係書類の写
しを提出する必要がある。ただし、対象者の口座情
報を自治体側が把握していれば、給付金の口座を
印字して通知を送ることで、書類添付が不要とな
り、速やかな給付が可能である。
　（2）　お知らせ方式
　給付対象者を自治体側で調査・認定の上、給付の
対象と思われる者に給付のお知らせとして通知を送
付し、2週間程度の猶予期間を設け、期日までに口座
変更申請等の申し出がなければ、給付を受理したも
のとみなし、振込を行う方式である。給付対象者側
にとっては書類の手続きが不要になるメリットがあ
る。ただし、確認書方式より自治体側の審査事務が
軽減されることから、令和5年度の物価高騰対策支

援給付金における3万円給付に続き、追加給付分と
して実施された7万円給付においては、複数の自治
体がこの方式を採用しているものと示唆される。
　（3）　ファストパス方式
　ファストパス方式は、オンライン申請の一種で、
確認書やお知らせ方式の通知文に二次元バーコー
ドを記載し、オンライン上で必要な手続きを可能
とするものである 11）。
　事例として、東京都の武蔵村山市の場合、物価高
騰対策支援給付金（追加給付分、7 万円給付）にお
いて、お知らせ方式として令和 5 年 12 月下旬に通
知した対象者について、通常であれば令和 6 年 1 月
11 日に支給になるが、ファストパスとして申請す
ると、さらに前倒しで令和 5 年 12 月 28 日に支給で
きるとしている 12）。
　なお、同様のオンライン申請としてファストパ
ス方式を発展させたスーパーファストパス方式も
存在する。これは、自治体からの通知をまたずに、
対象者が自らオンライン申請する方式である。佐
賀県武雄市 13）では、オンラインの画面上で、自身
で給付金の対象であるか判定ができるようシステ
ムを構築している。ファストパスより早い支給が
可能である。本稿では、オンライン申請という類で
スーパーファストパス方式もファストパス方式と
して取り扱う。

4.　自治体における給付フロー
　次に、図 1 をもとに対象者へ給付するまでのフ
ローを整理する。ここで取り上げるのは、近年の給
付事務として一般的に取り扱われることの多い確
認書方式およびお知らせ方式である。

給付対象者

必要書類準備（身分証や通帳写し）

自治体

（給付待ち期間）

※お知らせ方式では原則不要

書類不備対応
※該当者のみ

•印刷物作成
•封入作業

•受付台帳へ入力
•問い合わせ対応

•振込処理

確認書受理

要綱作成

給付データ作成

発送処理

住民基本台帳 税情報データ 口座マスタ

広報作成 受付・審査 振込済
通知書発送

振込データ
作成

返送処理 振込済通知書受理

※給付データは上記データを組み合わせて抽出する必要がある

図1 　確認書方式およびお知らせ方式の給付フロー
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　（1）　要綱、広報、給付データ作成
　はじめに、制度設計の根幹をなす要綱の作成が
必要となる。この段階では、予算取りをする必要が
あるため、概数程度でも対象者を把握しておく必
要がある。また、同時進行で、対象となる住民に対
しての広報を行う必要がある。
　給付対象者の一覧データ作成においては、住民基
本台帳と税情報データ、口座マスタを用いて非課税
世帯となる対象者のデータ抽出作業を行う。さら
に、対象世帯の世帯員が課税者から全員扶養されて
いる場合は、データ上で対象外とする処理が必要と
なる。このような工程が必要となるため、当該作業
は税知識を持ち、ある程度 Excel 関数を扱える職員
が担当することが望ましい。基本的にはデータ抽出
作業は、複数の職員で並行して行うことが難しい
ため、職員 1 人が通しで行い、別な者が作業の確認
を行うスキームとなることが考えられ、職員のマン
パワーだけでは困難な事務であることが示唆され
る。このデータ抽出を早くできるかどうかによって
給付のスピードに大きく影響する。ここの作業まで
は、いずれの給付方式でも必ず必要となる。
　（2）　発送処理
　給付データを印刷し、封筒に文書を封緘する作
業である。必要に応じて、制度広報用のチラシ等も
封入する。本工程は物理的な作業のため、かける人
数が多ければ時間的に早く済む。
　（3）　受付・審査
　受付・審査では、書類に不備がないかを確認す
る。不備がなければ、その後振込データ作成の作業
に入る。

　しかし、対象者の口座情報を自治体が持っておら
ず、給付対象者から必要となる口座情報の提出を求
める場合において、確認できる書類が添付されてい
ない際は給付対象者への再送処理が必要となる。
　お知らせ方式の場合、通知に記載している口座
を変更する等の事由がなければ、住民側は書類の
返送は必要ない。この工程も物理的な作業である
ため人数が多いほど時間的に早く済む。
　（4）　振込データ作成
　受付台帳から振込データを作成する。振込デー
タが完成しても、即日振り込まれる訳ではない。多
くの自治体では、振込日の数日前までに会計部局
へ振込データを送付しなければならない。委託事
業者がこの作業を行う場合を除き、いずれの給付
方式も共通で行う必要がある。
　（5）　振込済通知書発送
　振込のエラーがなく、給付の完了を確認できた
給付対象者については、振込済通知書を送付する。

5.　データ抽出における業務プロセス可視化
　前章までの整理を踏まえ、図 1 の給付フローのう
ち、給付スピードに影響が出るであろう「給付デー
タ作成」を対象とした業務プロセスの可視化を行
い、簡易な Excel 関数を用いたデータ抽出を提案す
る。プロセスの可視化をせずにデータ抽出するこ
とは可能ではあるが、抽出作業に取り組んでいく
中で、今何をするべきか現状を知り、全体像を整理
するという面でもプロセスの可視化は重要である。
　（1）　住民基本台帳と税情報データのデータ抽出
　図 2 は給付データの抽出工程のプロセスを可視
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化したものである。まず必要なデータとして、給付
対象者の世帯コード、生年月日、世帯続柄、住所、
住民登録日が入った住民基本台帳データ、税情報
データとして給付対象者の世帯コード、住民税課
税情報、住民税扶養・被扶養情報が必要となる。世
帯コードとは世帯ごとに附番されているコードで
ある。作業の流れとしては必要なデータのみを主
に突合をかけて抽出していくようになる。
　はじめに住民基本台帳と税情報の世帯コードを
Excel の VLOOKUP 関数等で突合・参照し、課税
者を含む世帯を抽出する。同様に世帯員全員が課
税者から扶養されているケースも住民税扶養・被
扶養情報から抽出を行い、該当すれば除外処理と
する。次に、複数世帯であれば、住民基本台帳の

「世帯続柄」から世帯主を抽出する。この世帯主が
発送処理までに死亡となった場合、残りの世帯員
がいればその世帯員が新たな世帯主となるため、
組み換え処理を行う。一方で、複数世帯でない、単
身世帯の場合は世帯主が死亡となると、世帯消滅
により給付を受ける権利が消滅するため除外処理
となる。このようにして暫定給付データを作成す
る。このデータ抽出作業で注意すべき点として、
常に前の工程に戻ることができるようにしておく
ことである。例えば、Excel シート上で「課税者を
含む世帯の抽出」が終わったら、シートを上書き
するのではなく、別シートに移して「世帯員全員
が課税者から扶養の抽出」を行うということであ
る。別な者が抽出工程を見たときにも、工程の履
歴を確認できる環境にしておくことで抽出ミスを
防ぐ役割となる。
　（2）　暫定給付データと口座マスタのデータ抽出
　暫定給付データ作成後は口座マスタとのデー
タ抽出を行う。口座マスタは、給付対象者の世
帯コード、金融機関名称、金融機関コード、支店
名、支店コード、口座名義人の情報が最低限必要
である。口座マスタは一から作るのではなく、
これまで実施してきた給付事務等での実績リス
トなどから口座マスタとして準備できれば効率

的である。暫定給付データと口座マスタ参照で
は、VLOOKUP 関数や IF 関数で給付対象者の世
帯コードの突合を行い、口座情報の有無を確認す
る。口座情報があれば口座名義人の一致を確認す
る。このとき、口座名義人が一致していれば、給
付対象者の口座情報を表示させる処理を行う。口
座情報がない、口座名義人が一致しない場合は口
座情報の持つ給付対象者と区別できるよう「口座
情報なし」などと出力させるようにする。口座情
報が一致しないケースとしては、口座マスタデー
タと世帯コードが一致していても、婚姻等で名義
が変わっているケース等が想定される。これで給
付データは完成となる。
　なお、この給付データは可能であれば、発送リス
トはもちろん受付簿、振込データなどに活用でき
ると後々の工程の手間が省ける。図 3 のように、例
えば給付データ同様 Excel で管理する受付簿であ
れば、受付日や受付番号、振込日を Excel 上の列に
追加することで受付簿として十分活用できる。同
様に振込データを Excel 形式で管理しているので
あれば、列の順番を含めて指定形式に揃えておく
と良い。給付を少しでも早めるのであれば、こうし
たデータの統一的な活用も全体のプロセスから見
ても非常に重要である。
　（3）　業務プロセス可視化と DX 推進
　本稿で題材とした給付データの抽出について
は、求められる条件が単純ではないが、スピード感
が求められる工程である。抽出に取り掛かる前に
プロセスを可視化することで、作業の進め方が明
らかとなり、手順書としても有用である。また、
VLOOKUP 関数や IF 関数などの簡易な Excel 関数
を活用できれば、作業の外部委託等を行わずとも、
自治体職員でも十分に抽出は可能であると示唆さ
れる。また、自治体においては、一度活用した業務
プロセスをしっかりと引き継いでいくことで、ト
ライアンドエラーの蓄積ができれば、より良い事
務の効率化を図ることができる。一方、人材育成の
観点では、業務プロセスを理解し、データ編集スキ
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図 給付データの 付簿や  データ の活用例 
図3 　給付データの受付簿や振込データへの活用例
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ルを持った人材が必要であると考えられる。また、
そのような人材がいない場合、抽出作業を外部委
託する方法もあるが、委託業者が給付ミスをする
ケースも連日で報道されていることから、外部委
託したからといって業者に任せきりにせず、委託
事業者が算出したデータに注意を払って確認する
ことができるよう、本稿で提案した抽出過程のプ
ロセスの可視化だけでも行っておくことが重要で
ある。
　本事例のみならず、今後の自治体 DX 推進に向け
ては、求められる要件・条件が複雑化することが
予期される。そうしたときに、本稿で示したような
業務プロセスの可視化を行っていくことが重要で
ある。

6.　おわりに
　自治体における給付事務は今後も均等割のみ課
税世帯およびこども加算給付、令和 6 年度新たな
非課税・均等割のみ課税者への給付、定額減税を
補足する給付が予定されている 10）。給付事務はよ
り給付対象者の抽出条件が複雑化していくことが
予見され、この際、再び自治体間での給付スピー
ドが議論されるであろう。その際、オンライン申
請であるファストパス方式についても注目が集ま
るであろう。当方式は、給付スピードの迅速化の
メリットがあるものの、現在のところ一部自治体
での実施にとどまっている。システム導入費など
を勘案すると、全国自治体に普及するには時間を
要することが考えられる。また、令和 2 年に実施
した定額給付金においてマイナンバーを活用し
た電子申請がシステムの不具合により、混乱を招
いたことも記憶に新しい。ファストパス方式の導
入・普及には、国や自治体は住民に対し、個人情
報提供について丁寧に説明していくことが求めら
れる。さらに、ファストパス方式を実施する自治
体側にとっては、それはあくまでオプション的な
ものであって、紙面の確認書方式やお知らせ方式
がなくなるわけではない。ファストパス方式を実
施する場合、オンライン申請ができない環境下の
住民も一定数存在するため、通常であれば同時並
行で紙面申請として確認書方式やお知らせ方式も
実施することになる。そうなると、自治体にとっ
ては、むしろ申請の経路が増えているだけで、紙
面とオンライン申請の双方の管理が発生し、業務
効率化の面で DX 推進とは逆行する可能性もある
ことを指摘しておきたい。
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持続可能な地域経営を見通すことの必要性

事務局　佐々木 秀之・髙橋 結・中沢 峻　

　第 9 号（通巻 49 号）の『東北計画行政』の発刊となった。『東北計画行政』は、例年、12 月中旬に原稿

の募集が行われ、3 月までの間に編集作業が実施されてきた。今回の発刊においては、編集作業の最中

となる 2024 年 1 月 1 日に能登半島地震が発生した。東日本大震災以降も、北海道における胆振東部地

震（2018 年 9 月発生）、九州地方における熊本地震（2016 年 4 月発生）と大規模な災害は相次いできた

が、津波被害を伴う国内の災害としては、東日本大震災以降、初めてのことであった。それだけに、報

道では多く取り上げ、復興過程では、人的支援に加えて、東日本大震災の知見の提供が活発に行われ

ている。

　あらためて、『東北計画行政』の発刊経緯を振り返っておきたい。『東北計画行政』の第 1 号は、2015

年 4 月の発行であった。『東北計画行政』の前身となる『日本計画行政学会東北支部だより』は、1986

年に第 1 巻が発行され、2013 年 10 月に第 40 巻が発刊されるまで、38 年間に渡って継続発行されてき

た。2013 年には、支部における運営体制の変更があり、それにあわせて支部報のあり方の検討が行わ

れた。そこでは、これまでの支部報を継続することを前提に、東日本大震災の被災地である東北支部

として、同大震災に特化し、後世に活かされる記録として知見の蓄積を地道に続けることが議論され、

『東北計画行政』の刊行に至ったのである。

　災害時におけるさまざまな決断は、ともすると議論の火種とも成り得る。各種報道では、紛糾した

議論の方が視聴者や読者の関心を集めやすいこともあってか、地道な復興の様子ではなく、紛糾して

いる場面だけが切り取られて、集中して報道されることもある。しかし、災害からの復旧、復興の局面

における重大な決断は、メディアや外野の声に左右される短絡的なものではなく、地域住民と行政が

連携・協働して主体となり、中長期的な視点を持って作り上げていくものである。そのためには、公的

な立場で復旧、復興を牽引する自治体のみならず、長期的な視座に立って支援を続ける外部支援者や

多面的な視点を提供する大学をはじめとしたアカデミアにおいても計画行政の視点が重要であろう。

　東日本大震災以降、当支部では、2011 年以降の『日本計画行政学会東北支部だより』と『東北計画

行政』を通算すると、計 12 冊の会誌を発行してきた。蓄積してきた知見が活かされることを切に願う

ものである。

なお、近年では、『東北計画行政』における原稿募集は、東日本大震災のことに限らずに、広範なテー

マでの応募を認めてきた。引き続き、学会員の活発な投稿を期待したい。

編集後記
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